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平成２５年度業務実績報告書の構成等について 
 
 
 
１． 本業務実績報告書は、独立行政法人国立環境研究所の平成２５年におけ

る業務について、独立行政法人通則法第３２条に基づき独立行政法人評

価委員会の評価を受けるべく、年度計画に定めた項目ごとにその実績を

とりまとめたものである。 
 
２． 業務実績報告書は、本文とこれに関連する資料編で構成している。 
 
３． 本文については、「平成２５年度独立行政法人国立環境研究所年度計画」

の項目ごとに、以下の（１）～（３）の内容を順に記載している。 
 

（１）年度計画における記載内容を、    内に記載 
 
（２）上記（１）に係る２５年度の実績を、「Ⅰ 業務の実績」に記載。な

お、資料編の資料のうち、当該項目に関連する資料一覧を末尾に記載 
 

（３）研究所としての自己評価と今後の取組の方向等を、「Ⅱ 自己評価と

今後の対応」に記載 
 



- 1 - 
 

 

１．環境研究に関する業務  

（１）環境研究の戦略的な推進 

国内外の環境研究の中核的機関として、また、政策貢献型機関としての役割を果たすべ

く、以下のように環境研究を戦略的に推進する。 

①環境研究の体系的推進 

環境研究の柱となる８の研究分野について、対応する研究センターの研究体制の下

で基礎研究から課題対応型研究まで一体的に、分野間連携を図りつつ推進する。あわ

せて長期的な取組が必要な環境研究の基盤整備を行う。 

②課題対応型研究の推進 

課題対応型の研究プログラムとして設定した重点研究プログラム及び先導研究プ

ログラムを、（２）に記載する推進体制の下で組織的に集中して研究展開を図る。 

③災害と環境に関する研究 

災害と環境に関する研究に総合的に取り組み、まず東日本大震災の被災地の復興と

環境創造に対して環境研究の面から貢献し、もってその研究成果により大地震等が生

じた際の人や環境への被害の回復や環境汚染対策等の環境政策に貢献できるように

する。 

④中核的研究機関としての連携機能の強化 

ア．国内外の中核的研究機関としてこれまでに構築してきた研究機関・研究者ネット

ワーク等の蓄積を活かし、内外の環境分野の研究機関との連携を国環研のリーダー

シップにより戦略的に推進するための体制を構築していく。災害と環境に関する研

究については、被災自治体や他の研究機関との具体的連携関係を構築しつつ展開し

ていく。 

イ．国内においては、他の研究機関等（独立行政法人、大学、地方自治体環境研究機

関、民間企業等）との共同研究等を通じて、環境研究全体の一層のレベルアップを

図る。このため、他機関の研究実施状況や成果に係る情報を把握して、効果的な環

境研究の推進体制を構築し、外部競争的資金も活用した共同プロジェクトなどの効

率的な研究の実施に努める。 

ウ．海外については、海外の研究者、研究機関及び国際研究プログラムとの連携を推

進するとともに、国際的な研究活動、国際研究交流、国際研究協力等に取り組む。

特に地球環境問題に関する研究や我が国と密接な関係にあるアジア地域において、

国環研が中心となった戦略的な研究展開を図る。 

⑤環境政策立案等への貢献 

ア．環境政策の検討に向けて、研究成果を積極的に提供、発信するとともに、環境政

第１ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
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策の決定に必要となる科学的な事項の検討への参加、関係審議会等への参画等を通

じて幅広く貢献する。 

イ．研究分野ごとに研究成果と政策貢献との関係を把握し、政策貢献に関して評価す

る仕組みの適切な実施を図る。 

ウ．環境の状況等に関する情報、環境研究・環境技術等に関する情報を収集・整理し、

提供する。 

エ．特に、地球温暖化対策に関する計画の策定などの環境政策の展開に資するよう、

地球環境モニタリングの推進等により科学的知見やデータの提供等を行うほか、「子

どもの健康と環境に関する全国調査」、化学物質のリスク評価等の政策支援を的確に

実施する。また、廃棄物の適正処理を含む循環型社会の形成、生物多様性の保全等

の重要な政策目標に資する様々な科学的知見やデータを提供し、政策に貢献する。 

オ．東日本大震災からの復興や被災地の環境創造を図る政策に貢献できるよう、災害

と環境に関する研究、特に環境中へ放出された放射性物質による汚染に関する研究

等を推進する。加えて、福島県環境創造センター（仮称）の設置・運営に向け、福

島県等と連携して必要な検討・準備を行う。 

⑥研究環境の質の向上 

ア．研究者が能力を最大限に発揮する研究環境を確立するため、研究費の適正かつ効

果的な配分、外部研究資金獲得能力の向上、研究空間の整備と最適配分、人材育成

等のための研修などを更に充実させるほか、研究活動に役立つ情報の収集・整理・

提供、研究開発力強化法「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の

強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成２０年法律第６３号）（以

下「研究開発力強化法」という。）に基づく人材活用方針を積極的に運用する。 

イ．また、公募と評価に基づき運営される所内公募型研究を推進する。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

「独立行政法人国立環境研究所憲章」（資料１）の下で、平成２５年３月に第３期中

期目標、中期計画に明記された災害と環境に関する研究を含めて、上記年度計画に基

づき以下のとおり環境研究を戦略的に推進した。 

１．環境研究の体系的推進 

 

 第３期中期目標期間の環境研究の柱となる８つの研究分野について、対応する研究

センターの下で、基礎研究から課題対応型研究まで一体的に、分野間連携を図りつつ

研究を推進した。また、長期的な取組が必要な環境研究について基盤整備を行った。 
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２．課題対応型研究の推進 

 

課題対応型の研究プログラムとして設定した５つの重点研究プログラム及び５つの

先導研究プログラムを推進した。 

 

３．災害と環境に関する研究 

 

平成２５年３月に第３期中期計画を変更して、災害と環境に関する研究の実施を明

記し、東日本大震災からの復旧・復興に向けた調査・研究を総合的・一体的に推進し

た。具体的には、「放射性物質に汚染された廃棄物等の処理処分技術・システムの確立」、

「放射性物質の環境動態解明、被ばく量の評価、生物・生態系への影響評価」、「災害後

の地域環境の再生・創造等に関する調査・研究」、「地震・津波災害に起因する様々な

環境変化とその影響に関する調査・予測」の４つの課題に総合的に取り組み、各種モ

ニタリング調査やモデルの開発・解析等を行った。 

 

４．中核的研究機関としての連携機能の強化 

 

（１）連携強化のための体制構築等 

１）国内外の環境分野の研究機関との連携を柱として戦略的に推進している国際環

境研究と事業を総括し、今後の展望を明らかにするため設置されたアジア等国際

環境研究推進タスクフォースの検討結果を受けて国際環境研究事業戦略調整費の

使途に新たに理事長主導で戦略重点化する研究・事業枠を設けた。 

 

２）災害と環境に関する研究について、国内の９研究機関が参画する環境放射線研

究連絡会議を２回主催し、東日本大震災に関わる環境放射線研究の連携を推進す

るための情報・意見交換を行った。また、平成２５年１０月以降は研究所本構（つ

くば市）に福島支部準備室を設置し、福島県やＪＡＥＡと福島県環境創造センタ

ーにおける研究連携、施設整備、管理・運営体制について協議・調整を進めた。 

 

３）環境分野の研究を実施している国・独立行政法人等の間の連絡調整・情報交換

の場として、国環研が中心となって「環境研究機関連絡会」を設置し、その運営

にも主導的な役割を果たしている。その活動として、「第１１回環境研究シンポジ

ウム（テーマ：水圏・海洋を巡る環境研究の最前線）」を東京において開催（平成

２５年１１月１３日）した。 

 

４）北東アジア地域の環境研究の推進を図るため、日韓中の環境研究において重要

な役割を有する国環研、国立環境科学院（韓国）及び中国環境科学研究院（中国）



- 4 - 
 

の３研究機関は、毎年三カ国環境研究機関長会合（ＴＰＭ）を開催している。第

１０回会合（ＴＰＭ１０）は、平成２５年１１月に中国南京市で開催され、新た

な重点研究分野として「災害環境」が追加された。また、淡水汚染問題をテーマ

とした国際ワークショップが、３国以外からの研究者も参加して開催された。 

 

（２）国内における連携 

１）独立行政法人、大学、地方自治体環境研究所、民間企業等との間で共同研究契

約、協力協定等を締結し、共同研究を実施した（資料２、３）。その際、共同研究

契約の実務的な進め方や留意点等を具体的に整理し、イントラネットで周知する

等、より円滑な共同研究実施に向けた環境整備に努めた。さらに、民間企業等か

ら受託研究を１４件、研究奨励寄附金を９件受けた。 

 

２）大学との間では、２０件の交流協定等を交わし、教育・研究交流を進めた（資

料４）。人的連携としては、研究者が大学の客員教員・非常勤教員となるほか、大

学職員を連携研究グループ長（４３ページ（３）参照）や、客員研究員として、

また学生を研究生として受入等を行った（資料５、６）。 

 

３）地方の環境研究機関等との共同研究のうち、多数の地方環境研究所との間で実

施する比較的規模の大きな共同研究を、平成２５年度に８課題実施した。この共

同研究は、全国の地方環境研究所等で構成される全国環境研協議会からの推薦に

基づき、その意義や研究の進め方等について所内でも事前評価を行った上で採

択・実施しているものである。また、全国環境研協議会と連携して、平成２６年

２月１３～１４日に「PM2.5の大気汚染動態と健康影響」をテーマとして第２９回

全国環境研究所交流シンポジウムを開催し、地方環境研究所との連携を深めた。

さらに、同月１３日のシンポジウム開催前に「地方環境研究所と国立環境研究所

との協力に関する検討会」を開催し、引き続き共同研究の実施等により連携して

いくことを確認するとともに、緊急時環境調査体制の構築に向けて検討するため

所内に設置したタスクフォースの調査報告を行い、今後の方針につき協議した。 

 

４）上記１）～３）の活動に加えて、各研究者が学会等を通じて情報を収集するこ

とにより、他機関の研究実施状況や成果に係る情報の把握に努めた。 

 

（３）海外との連携 

１）国際研究活動・研究交流等の主導的推進 

ア．国際的な研究プログラム・ネットワークの一つであるグローバルカーボンプ

ロジェクト（ＧＣＰ）の事務局として、炭素循環・炭素管理等の国際共同研究

の中心的役割を果たした。また、温室効果ガスインベントリオフィス（ＧＩＯ）
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の活動の一貫として、アジア地域のインベントリ整備等のための国際的な支

援・交流を実施した。さらに、アジア地域における温室効果ガスのフラックス

観測に係るアジアフラックスネットワーク、アジアエアロゾルライダー観測ネ

ットワーク等の研究ネットワークの中心的機能を果たし、アジア地域のこれら

の活動のネットワーク化やデータ管理、情報発信を行った（資料７）。 

また、平成２１年１月に打ち上げられた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」

（ＧＯＳＡＴ）のデータについては、国環研が処理・検証した上で国内外に提供

しており、そのデータ質評価とデータを利用した研究の促進のため、打ち上げ

後に累計７回の研究公募を経て２３か国の研究機関等との間で８２件の共同研

究協定を結び、共同研究を実施している。 

 

イ．２国間の環境保護協力協定及び科学技術協力協定等の枠組みのもとで、７か

国の研究機関と連携して、国際共同研究プロジェクト２９件を実施している。

また、１４か国の研究機関、１共同設立研究機関、１国際機関との間で、共同

研究協定等４１件を締結し、国際共同研究を実施している（資料８）。 

 

２）国際機関等の活動への参加・協力 

ア．国連環境計画（ＵＮＥＰ）、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）、経

済協力開発機構（ＯＥＣＤ）等の国際機関の活動や国際研究プログラムに積極

的に参画した。平成２５年９月以降ＩＰＣＣ第５次評価報告書の各作業部会報

告書の政策決定者向け報告書が順次公表されているが、これら報告書の執筆等

にも複数の研究者が専門家として参画し、そのとりまとめに大きく貢献した（資

料７）。 

 

イ．気候変動枠組条約第１９回締約国会議及び京都議定書第９回締約国会合（Ｃ

ＯＰ１９／ＣＭＰ９：平成２５年１１月、ポーランド・ワルシャワ）に参加し、

公式展示ブースにて研究活動を紹介するとともに、公式サイドイベントとして

「マレーシアそしてアジア全域での低炭素社会実現に向けたロードマップと実

践」を開催した（資料７）。 

 

ウ．国際協力機構（ＪＩＣＡ）の研修員を含め、外国人や海外からの視察・研修

者等、合計２４８名を受け入れた。 

 

３）国際的活動の推進のための体制等の整備 

ア．所内に設けた国際環境研究事業戦略調整費の使途を整理し、国際的な認知度

を高めることを目指す事業に重点的に支出することとし、具体的には、既存の

所内公募枠に加え、海外研究拠点を戦略的に強化するために新たな研究・事業
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枠を活用して、マレーシアのパソ森林保護区内の観測施設を東南アジアの観測

拠点として再構築する体制を整備する事業を実施した。 

 

イ．外国人研究者・研修生については、平成２５年度は３１名の職員（任期付職

員含む）・契約職員が所属し、２８名の外国人客員研究員・共同研究員等の招へ

い・受入を行った（資料９）。 

 

ウ．海外の研究者が国環研で活動し、日本で生活する上で生じる様々な問題につ

いて、相談に応じ解決を図るため、企画部国際室に担当スタッフを置くととも

に、科学技術分野の研究者への生活支援等を行う科学技術国際交流センターと

契約し、生活支援を実施した。 

 

エ．海外の研究者や研究機関等との連携を進めるに当たり、国環研への理解を深

めてもらうため、国環研ホームページの英語版の掲載情報等を見やすく整理す

るなど、発信情報の改善・充実を図った。 

 

５．環境政策立案等への貢献 

 

（１）第１．３.（１）に詳述するとおり、学会発表やプレスリリース、インターネッ

トホームページをはじめとする様々な手段で積極的に研究成果を発信するととも

に、資料１０に示すとおり、政府の審議会、検討会、委員会等の政策検討の場に参

画し（４２８件の政府の審議会等に延べ５８８人の職員が参画）、国環研の研究成

果や知見を提示した。 

 

（２）研究分野ごとの研究成果と政策貢献の関係について、資料１１に示すとおり、平

成２５年度は、貢献の結果 （アウトカム）について新たに分類・整理を行った結

果、研究分野によって傾向は異なるものの、研究分野全体としては制度面での貢献

が多くを占めることが示された。外部研究評価委員会において成果の活用状況を含

めた評価を受けるとともに、職員等に対する職務業績評価の場でも、環境政策への

貢献を含めた評価を行った。 

 

（３）国や地方における環境政策立案等にも役立つよう、環境の状況等に関する情報、

環境研究・環境技術等に関する情報を収集・整理し、提供した。（第１．２．に詳

述） 

 

（４）中期目標において環境政策立案等への貢献が必要な当面の課題として列挙されて

いる事項について、平成２５年度には以下の取組を実施した。 
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１）地球温暖化対策 

人工衛星、航空機、船舶、地上観測を含む地球環境モニタリングの推進等によ

り得られたアジア等の地域毎の温室効果ガス濃度の経年変動の実態及びその排出、

吸収量変化に関する知見と、同時に気候モデル、陸域生態系モデル、水循環モデ

ル等の高度化やそれらを用いた気候変動リスク等の研究から、今後の温室効果ガ

ス排出削減や適応に関する計画策定の基礎となる科学的情報を提供し、対策計画

のさらなる精緻化に必要な調査研究課題の検討に活用された。またＩＰＣＣなど

の報告書の内容にも貢献した。 

ＣＯＰ１９において公表された２０２０年を対象とした温室効果ガス削減目標

の設定には、環境省中央環境審議会地球環境部会の２０１３年以降の対策・施策

に関する検討小委員会等にこれまで提出してきた試算結果が活用された。また、

２０２０年以降の枠組みについての議論に対しては、環境省の検討会に参画し、

ＪＣＭ（国レベルＮＡＭＡ（Nationally Appropriate Mitigation Actions:途上

国による適切な緩和行動）策定支援事業）を通じた途上国のモデル研究者の育成

などを通じて貢献を行った。 

 

２）子どもの健康と環境に関する全国調査 

環境省の策定した基本計画に基づき、「子どもの健康と環境に関する全国調査」

のコアセンターとして、データ及び生体試料等の集積・保管業務、全国１５地域

のユニットセンターにおける業務の支援等を行い、円滑な調査の進捗に貢献した。

参加者のリクルートは平成２６年３月末で終了し、参加者（母親）登録数は１０

万人を超えた。調査の進捗に併せて、新たな調査内容・調査手法の検討、集積さ

れるデータの点検・整備、解析手法の検討や生体試料中化学物質の分析手法の確

立に関する研究等、成果発信の基盤となる研究を推進した。 

 

３）化学物質のリスク評価 

化学物質評価・管理イノベーション研究プログラムにおける各プロジェクトの

成果は、化学物質審査規制法（化審法）の生態毒性評価、ナノマテリアルの生体・

生態影響の評価等を進めるための基礎的知見として活用された。また、ナノマテ

リアルの生体・生態影響の評価における基礎的知見として、環境多媒体モデル（Ｇ

－ＣＩＥＭＳ）が化審法の下で実施される曝露評価に利用されることとなった。

また、環境研究の基盤整備や化学物質審査オフィスの調査研究では、化審法、大

気汚染防止法、水質汚濁防止法、農薬取締法の下でのリスク評価に必要な情報を

収集・整理し、基礎資料として提供した。 

 

４）生物多様性保全 
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生物多様性保全に関し、生物多様性条約の愛知目標の達成と達成状況評価のた

めの、観測、データ収集・提供、ならびに侵略的外来生物防除のための手法の開

発を進めた。気候変動及び海洋酸性化がサンゴ礁生態系に及ぼす影響の試算結果、

ならびに市民の生態系サービスへの認知と保全行動意図との関係を明らかにした

研究成果が環境省による生物多様性条約第５回国別報告書に活用された。また、

特定外来生物であるアルゼンチンアリの薬剤防除法の研究成果は、環境省が作成

している「アルゼンチンアリ防除の手引き」の改訂版に反映された。さらに、生

物多様性条約事務局からの情報提供依頼への対応を行った。国際自然保護連合日

本委員会との連携協定を締結し、にじゅうまるプロジェクト第 1 回パートナーズ

会合にて分科会を主催した。 

 

（５）災害環境研究 

東日本大震災によって生じた環境被害、環境中に放出された放射性物質による環

境汚染、その汚染が生物や人の健康に与える影響、汚染の除去のための技術や汚染

廃棄物の処理技術、被災地域の環境再生・創造など、災害と環境に関する研究を幅

広く推進した。その研究成果は、環境省の政策立案の科学的基盤となるとともに、

技術指針やマニュアル等として現場の環境対策にも活用された（資料１１）。 

平成２５年度における主な取組状況は次のとおりである。 

 

１）放射性物質に汚染された廃棄物等に関しては、これまで実施してきた放射能汚染

廃棄物等対策研究で得られた成果・知見を国や自治体等で活用してもらうためホー

ムページで公開した。また、環境省等からの様々な技術的相談・協力依頼に対して

助言を行ったほか、研究で得られた知見を提供することで各種マニュアル作成等に

貢献した。南海トラフ巨大地震や首都直下型地震などの巨大災害発生時における災

害廃棄物対策の検討においては、災害廃棄物の量的質的推定手法を提案するととも

に、巨大災害発生時における災害廃棄物の発生量の推定を行い、その成果が環境省

の検討会資料に反映された。さらに、東日本大震災を経験した実務者（行政、民間）

や今後の災害廃棄物対策を担う実務者の参加によるワークショップを開催した。 

 

２）環境中の多媒体（大気、水、土壌、生物・生態系等）での放射性物質の実態把握・

動態解明に関しては、筑波山、福島県宇多川流域や霞ヶ浦流域を対象とした放射性

物質の環境動態計測結果が、環境省の除染関係ガイドラインに活用されるとともに、

福島県の環境動態モニタリング計画や河川除染事業計画の作成に貢献した。また、

環境省が実施した調査と連携して、被災地の数カ所において継続的な大気環境モニ

タリングを行い、一般的な有害化学物質について被災地における環境汚染の実態把

握に貢献した。 
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３）平成２５年３月に協定を締結した福島県新地町と協力して、復興計画支援データ

ベースの構築、復興シナリオの評価モデル、地域の環境まちづくり教育の支援等の

貢献を行った。また、町民講座や町職員講座、中学校でのワークショップ形式の授

業を開催し、情報提供等を行った。福島県相馬郡飯舘村では「いいたて までいな

復興計画推進委員会」に委員として参加し、「いいたて までいな復興計画 第４

版」の策定に貢献した。 

 

４）これまでの研究成果を報告するとともに今後の研究の方向性について被災地の

方々と意見交換するため、平成２６年３月に「国立環境研究所 災害環境研究 報告

交流会」を福島県郡山市で開催した。 

 

５）福島県環境創造センターの設置・運営に向け、福島県等と連携して必要な検討・

準備を行った。具体的には、設置準備検討委員会に参加して放射性物質の安全管理

等について議論を行ったほか、同センターの中長期取組方針についての検討を行っ

た。また、福島県等と同センターの具体的な施設・設備の整備方針について協議・

調整を行った。 

 

（６）PM2.5汚染問題への対応 

  大きな社会問題となった微小粒子状物質PM2.5による大気汚染について、環境省の

「微小粒子状物質PM2.5に関する専門家会合」に参画し、データ解析結果等の科学的

知見を提供するとともに、「注意喚起判断方法の改善策」のとりまとめに貢献した。

また、大気汚染予測システムVENUSによるPM2.5予測結果の提供、高濃度発生時の科学

的情報の提供、大気汚染に関する日中韓三カ国政策対話への支援・協力、中央環境

審議会大気・騒音振動部会微小粒子状物質等専門委員会への参画と科学的知見の提

供、環境省が実施するPM2.5の健康影響に関する疫学調査の企画・推進への支援等を

通して、PM2.5汚染対策の推進に貢献した。 

 

６．研究環境の質の向上 

 

（１）研究費については、８研究センター体制の運営の基盤となる研究費を配分すると

ともに、（２）に示す所内公募型研究制度等により競争的環境の下での配分も行っ

た。また、外部競争的研究資金についても、応募に際して参考となる情報をイント

ラネットに掲載するとともに、提案内容の精査・助言等により研究提案力の向上を

図った。 

施設面では、スペース課金制度により研究空間の効率的な配分に努めたほか、放

射性物質により汚染された環境試料を扱う研究（震災放射線研究）に関しては効率

的かつ安全面を考慮した、新たな研究スペースを確保した。 
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人材育成の観点から、英語論文研修等の各種研修を実施して知識・能力の向上を

図るとともに、若手研究者も単独で応募可能な「新発想型研究」を所内で公募し、

実施した。 

研究活動に役立つ情報を収集・整理し、様々な種類の環境情報をインターネット

等を通じて効果的、統合的に利用できる情報基盤の整備・運用を行った。 

このほか、研究開発力強化法に基づく人材活用方針に基づき、若年者、女性、外

国人の一層の能力活用を図るため、平成２３年度に妊産婦が搾乳や休憩のできる休

憩スペースを開設したが、新たに一箇所増設するため、場所の選定及び設計を行っ

た。平成２４年度に開設した一時預り保育室については、平成２５年度も順調に利

用者増加に繋がっている。また、平成２３年度に導入した外国人研究者生活支援制

度により、生活支援を実施した。 

 

（２）所内公募と評価に基づき運営される所内公募型研究については、平成２５年度ま

では分野横断型と新発想型を推進した。分野横断型は、複数の分野にまたがって１

～３年間継続して行われるプロジェクト型の研究であり、新発想型は、単年度で行

う小規模の萌芽的な研究である。これらの研究は、所内の研究評価委員会により事

前評価・採択と事後評価を行った。さらに、分野横断型や新発想型では捉えきれな

い研究提案に広げて追加公募を行うこととし、５月に事前評価を実施、５課題を採

択、実施した。（資料１２）。 

また、平成２６年度からは、幅広い研究提案を可能とするため、所内公募型研究

の枠組みを、取り扱う研究の性格で分けるのではなく、研究の規模に応じて新たに

「所内公募型提案研究（Ａ）」と「所内公募型提案研究（Ｂ）」の名称として開始す

ることとした。これらは平成２５年９月に公募し、それぞれ３課題を採択した（資

料１２）。なお、研究期間は、前者が原則３年以内、後者が原則１年以内とした。 

平成２５年度の分野横断型提案研究と新発想型提案研究の事後評価結果は資料

１３に示すとおりである。 

 

（３）研究業務に必要な電力の一部を太陽光エネルギーで賄うため、平成２６年３月

に１６０ｋＷ分の太陽光発電設備を新たに設置した。これにより構内に設置され

た太陽光発電設備の総発電容量は４５４ｋＷとなった。平成２５年度の節電対応

と研究機能の両立については、理事長を本部長とする節電対策本部において、通

年の電力消費量をできる限り抑制すること、ピーク対策として契約電力よりさら

に１００ｋＷ少ない５，０００ｋＷを超えないことを目標とする節電方針及びア

クションプランを策定した。スーパーコンピュータ等の研究施設の運転停止は、

研究業務への影響を最小限に抑えるように配慮し、夏季以外の時期にシフトが可

能な機器について実施した。研究者の節電意識の高まりによる継続的な節電効果

が確認され、夏季の電力消費量は平成２２年度に比べて７９．９％に、また、ピ
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ーク電力は７８.１％に抑制することができた。また、省エネ性能が低い古いフリ

ーザーを平成２６年３月に省エネ型フリーザーに更新した。これにより約５ｋＷ

分の電力消費量の削減が見込まれる。 

 

 

 

資料１ 独立行政法人国立環境研究所憲章 

資料２ １）平成２５年度共同研究契約について 

２）平成２５年度協力協定等について 

資料３ 平成２５年度地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧 

資料４ 大学との交流協定等一覧 

資料５ 大学の非常勤講師等委嘱状況 

資料６ 客員研究員等の受入状況 

資料７ 国際機関･国際研究プログラムへの参加 

資料８ 二国間協定等の枠組み下での共同研究 

資料９ 平成２５年度海外からの研究者･研修生の受入状況 

資料１０ 各種審議会等委員参加状況 

資料１１ 環境政策への主な貢献事例 

資料１２ 平成２５年度所内公募型提案研究（追加公募）及び平成２６年度所内公募

型提案研究の採択状況 

資料１３ 平成２５年度に終了した所内公募型提案研究の実施状況及びその評価 

 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

平成２４年度に続き、環境研究の柱となる８の研究分野、課題対応型研究プログラ

ム、災害と環境に関する研究、及び環境研究の基盤整備について、第３期中期計画の

３年目として、全体としては着実に研究等を推進することができた。特に災害と環境

に関する研究については、東日本大震災からの復興に貢献すべく、関係機関と連携し

つつ様々な調査研究を実施した。また、可能な限り研究環境の維持・充実に努めた。 

他機関との連携強化のための体制構築などを進めるとともに、国内外の機関との共

同研究を通じた連携を推進したほか、第１０回日韓中三カ国環境研究機関長会合の開

催、ＩＰＣＣ等の国際的なプログラムへの参画、アジアフラックス等の研究ネットワ

ークの中心的役割を担う等、中核的研究機関として一定の役割を果たせたものと考え

ている。今後もこうした蓄積を活かしつつ、引き続き戦略的な環境研究の推進を図っ

ていく。 

環境政策への貢献については、地球温暖化対策、子どもの健康と環境に関する全国
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調査、化学物質のリスク評価、生物多様性保全の他、平成２５年度に大きな社会問題

となったPM2.5についての対応等も含め、様々な分野で国環研の研究成果や知見を提示

することにより、積極的な貢献を果たせたものと考えている。災害と環境に関する研

究については、その成果・知見を国等に提供することにより各種基準やガイドライン

の設定に貢献しているほか、地域と密接に連携した研究活動や報告交流会の開催等を

通じて被災地への直接的な貢献を図っている。今後とも関連学会や研究機関等と連携

しつつ引き続き積極的に環境省等の政策立案等に貢献していく。 
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（２）研究の構成 

環境研究を体系的に推進するとともに、重要な環境研究課題に対応するための研究プログラ

ム（課題対応型の研究プログラム）を推進する。また、災害と環境に関する研究を行う。さらに、

環境研究の基盤整備を行う。 

 

①環境研究の柱となる研究分野 

環境研究の柱となる８の研究分野を以下のとおり設定し、これらを担う研究センターにおいて、

別表１のとおり基礎研究から課題対応型研究まで一体的に、分野間連携を図りつつ環境研究

を推進し、目標の達成を図る。 

ア．地球環境研究分野 

イ．資源循環・廃棄物研究分野 

ウ．環境リスク研究分野 

エ．地域環境研究分野 

オ．生物・生態系環境研究分野 

カ．環境健康研究分野 

キ．社会環境システム研究分野 

ク．環境計測研究分野 

  

②課題対応型の研究プログラム 

課題対応型の研究プログラムは、第２期中期目標期間の研究成果を踏まえつつ、緊急か

つ重点的な対応が求められている研究課題と、それ以外の特に研究資源を集約して取り組

むべき研究課題とからなる次の１０の研究プログラムとし、プログラム総括者の下で別表

２のとおり設定した方向性、到達目標の達成を図る。 

＜緊急かつ重点的な研究課題：重点研究プログラム＞ 

ア．地球温暖化研究プログラム 

イ．循環型社会研究プログラム 

ウ．化学物質評価・管理イノベーション研究プログラム  

エ．東アジア広域環境研究プログラム 

オ．生物多様性研究プログラム 

＜次世代の環境問題に先導的に取り組む研究課題：先導研究プログラム＞ 

カ．流域圏生態系研究プログラム 

キ．環境都市システム研究プログラム 

ク．小児・次世代環境保健研究プログラム 

ケ．持続可能社会転換方策研究プログラム 

コ．先端環境計測研究プログラム 
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Ⅰ 業務の実績 

 

第３期中期計画における研究の全体構成は資料１４のとおりである。 

平成２５年度の年度計画に基づき、環境研究を体系的に推進するとともに、重要な

環境研究課題に対応するための研究プログラムを推進した。また、環境省との連携を

密にし、東日本大震災からの復興に貢献すべく、災害と環境に関する研究を行った。

さらに、環境研究の基盤整備を行った。 

 

１．環境研究の柱となる研究分野 

環境研究の柱となる８つの研究分野を設定し、これらを担う各研究センターにおい

て基礎研究から課題対応型研究まで一体的に、分野間連携を図りつつ環境研究を推進

した（資料１５）。 

 

２．課題対応型の研究プログラム 

緊急かつ重点的な対応が求められている研究課題と次世代の環境問題に先導的に

取り込む研究課題からなる課題対応型の研究プログラムを実施した（資料１６）。 

 

３．災害と環境に関する研究 

 東日本大震災等の災害と環境に関する研究では、「放射性物質に汚染された廃棄物

等の処理処分技術・システムの確立」、「放射性物質の環境動態解明、被ばく量の評価、

生物・生態系への影響評価」、「災害後の地域環境の再生・創造等に関する調査・研究」、

③災害と環境に関する研究 

東日本大震災等の災害と環境に関する研究として、放射性物質に汚染された廃棄物・土

壌の処理処分技術の評価・開発等や、放射性物質の環境動態解明、被ばく量の評価、生物・

生態系への影響評価、災害後の地域環境の再生・創造等に関する調査・研究を、研究体制

を整備して総合的・一体的に推進するとともに、福島県等他の機関との連携を図りつつ、

別表３に示す研究を実施し、目標の達成を図る。 

 

④環境研究の基盤整備 

環境研究の推進とあわせて長期的な取組が必要な環境研究の基盤の整備事業として、別

表４に示すとおり、衛星による温室効果ガスモニタリングを含む地球環境モニタリング等

の環境の観測・解析、環境試料の保存・提供、レファレンスラボ機能の整備、環境に関わ

る各種データのデータベース化等の研究基盤を整備するとともに、「子どもの健康と環境に

関する全国調査」について、環境省の基本計画に基づくコアセンターとしての調査の総括的な管

理・運営を行う。 
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「地震・津波災害に起因する様々な環境変化とその影響に関する調査・予測」の調査・

研究を総合的・一体的に推進した。平成２５年１０月１日には福島支部準備室を設置

して所内連携をより一層強化し、総合的、分野横断的な研究を推進した（資料１７）。 

 

４．環境研究の基盤整備 

環境研究の推進とあわせて長期的な取組が必要な環境研究の基盤の整備を行った。

個別に外部評価（第１.１.（３）に詳述）を受けた「地球環境の戦略的モニタリング、

地球環境データベースの整備、地球環境研究支援」と「子どもの健康と環境に関する

全国調査の総括的な管理・運営」に関しては資料１８に、それ以外の基盤整備につい

ては、資料１９に実施状況を示す。 

 

資料１４ 中期計画における研究の構成（平成２５年３月２９日変更） 

資料１５ 各研究分野全体の研究実施状況及びその評価  

資料１６ 課題対応型の研究プログラムの実施状況及びその評価 

資料１７ 災害と環境に関する研究の実施状況及びその評価 

資料１８ 環境研究の基盤整備の実施状況及びその評価 

資料１９ 各研究分野の研究実施状況及びその評価（研究プログラム及び主要な基盤

整備を除く） 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

災害と環境に関する研究に対応するため、機動的に体制整備を進め、他機関とも連

携を図りながら調査研究を展開した。また、８つの研究分野、１０の研究プログラム、

環境研究の基盤整備については，各研究センター長のリーダーシップの下で概ね年度

計画通りに研究が進展し、様々な課題について基礎研究から応用研究まで、最終的な

社会実装を意識しながら研究を推進した。 

災害と環境に関する研究は、中長期的に進めるべき重要な研究課題として位置付け、

今後も他の研究課題とのバランスに配慮しつつ、また、他の研究分野や所外研究機関

と連携して、研究を進めていく。 

今後も外部研究評価委員会における指摘・助言等を踏まえつつ、平成２５年３月に

改正した中期計画に基づき、８つの研究分野について環境研究を体系的に推進すると

ともに、社会や政策等への貢献が急がれる課題対応型の研究プログラム、災害と環境

に関する研究、長期継続的な取組が必要な環境研究の基盤整備等を引き続き推進して

いく。 
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Ⅰ 業務の実績 

 

「独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領」（平成１８年４月１日制定、平成

２４年４月１日最終改正。以下「評価要領」という。（資料２０））及び「国の研究開

発評価に関する大綱的指針」（平成２４年１２月６日内閣総理大臣決定。以下「大綱的

指針」という。）に基づき、適切に研究評価を行うとともに、その結果を研究業務に反

映させた。 

 

１．研究評価と評価結果の公表 

 

評価要領に基づき、外部専門家を評価者とする外部研究評価委員会（資料２１）を

平成２５年１２月１８日に開催して、平成２５年度の年度評価を受けた。この年度評

価においては、分野全体、環境研究の柱となる研究分野、課題対応型の研究プログラ

ム、および環境研究の基盤整備等について、平均として４．２、４．２、４．１、お

よび４．１という、いずれも高い評価を得た。なお、災害と環境に関する研究につい

ても年度評価を受け、４．５という高い評価を得た（資料１５、１６、１７、１８、

２２）。 

また、新発想型提案研究及び分野横断型提案研究については、内部の研究評価委員

（３）研究成果の評価 

独立行政法人国立環境研究所（以下「国環研」という。）の研究評価実施要領に基づき研

究課題及び各研究分野の研究活動についての評価を行い、その結果を研究活動に適切にフ

ィードバックする。 

具体的には、以下のとおり研究評価を実施する。 

①研究評価は「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を踏まえ、国環研内における

内部研究評価を実施するとともに、外部専門家を評価者とする外部研究評価を効率

的・効果的に実施しその評価結果は公表することとする。 

②評価結果は研究資源の配分等、業務運営に適切に反映させる。 

③研究評価においては、研究の直接の結果（アウトプット）とともに、国内外の環境

政策への反映、環境研究への科学的貢献等、得るべき成果（アウトカム）について

も評価する。 

④研究評価の方法は、ア．科学的、学術的な観点、イ．環境問題の解明・解決への貢

献度、ウ．環境行政や国際的な貢献度等の観点から総合的に評価する。 

また、海外から適切な有識者を招へいし、関連研究センターや研究所全般の活動について

評価・助言を得る。 
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会で評価を行った（資料１２、１３）。 

なお、外部研究評価の結果については、本報告書の資料編に掲載したほか、国環研

のホームページで公表した。 

 

２．評価結果の反映 

 

（１）外部研究評価の結果については、内部の研究評価委員会等において検討を行い、

国環研の考え方を取りまとめ、公表するとともに、２６年度の年度計画・研究計画

に反映させた。 

 

（２）内部研究評価の結果については、国環研内に公表するとともに、各人の研究活

動にフィードバックすることを求めた。 

 

３．評価の方法 

 

  評価要領及び大綱的指針に従い、適切に評価を行った。外部研究評価では、８つ

の研究分野、１０のプログラム、災害と環境に関する研究等を対象に、研究のアウ

トプットだけでなく、社会・行政や科学技術・学術に対する貢献度（アウトカム）

を記載した資料・説明について、計画の達成度の観点及び研究の質の観点からの評

価と、これらを総合した評価を、５段階評価で行った。 

 所内公募型研究を対象とした内部研究評価においても、①科学技術・学術貢献度、

②環境問題の解明・解決への貢献度、③社会・行政的、国際的な貢献度等の評価軸

での評価と総合評価について５段階評価で行った。 

 

４．国際的有識者による評価・助言 

 

国際的な視点から国環研の活動を、機動的、効果的、効率的に評価するため、平成

２５年度は海洋研究分野における国際的有識者を招へいし、組織運営や研究戦略およ

び海洋環境分野の研究活動等に関して、評価・助言をいただいた。また、この評価結

果を、国環研のホームページで公表した。 

また、平成２５年度の独法評価委員会において、国環研の業務実績に対して「第３

期の終了時には海外からの評価も受けることが望ましい」との意見が出されたことを

踏まえ、国環研では、幅広い知見を持った海外の学識者による新たな評価・助言の仕

組みとして、第３期終了時の平成２７年度に開催すべく、「国際アドバイザリーボー

ド」設置の準備を進めた。 

 

資料１２ 平成２５年度所内公募型提案研究（追加公募）及び平成２６年度所内公募
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型提案研究の採択状況（再掲） 

資料１３ 平成２５年度に終了した所内公募型提案研究の実施状況及びその評価 

（再掲） 

資料１５ 各研究分野全体の研究実施状況及びその評価（再掲） 

資料１６ 課題対応型の研究プログラムの実施状況及びその評価（再掲） 

資料１７ 災害と環境に関する研究の実施状況及びその評価（再掲） 

資料１８ 環境研究の基盤整備の実施状況及びその評価（再掲） 

資料２０ 国立環境研究所研究評価実施要領 

資料２１ 国立環境研究所外部研究評価委員会委員 

資料２２ 外部研究評価結果総括表 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

平成２５年度の外部研究評価委員会では高い年度評価を受けることができ、研究評

価結果を次年度の研究計画等に反映させた。 

次年度以降も、評価要領に基づき外部、内部の研究評価を実施し、その結果を適切

に研究活動にフィードバックしていく。 
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Ⅰ 業務の実績 

 

環境の状況等に関する情報や環境研究・環境技術等に関する情報をはじめとした、

様々な環境に関する情報を国環研ホームページの「環境展望台」において、わかりや

すく提供するとともに、継続的に最新の情報を発信することに努めた。 

また、「環境展望台」では、利用される方が必要とされる環境に関する情報にたどり

着きやすくするため、「情報源情報（メタデータ）」や「検索システム」を備えており、

「情報源情報（メタデータ）」については、平成２５年度において、新たに 

２，７５３件を収集・整理し、提供を行った。 

さらに、「環境展望台」の利用者への適切な情報提供に努める観点から、利用者ニー

２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

国民の環境問題に関する理解を深めるとともに、国等の環境政策及び企業、民間による自

主的な環境保全に関する取組を支援するため、様々な種類の環境情報をインターネット等を

通じて効果的また統合的に利用できる情報基盤の整備・運用を行う。 

その際、利用者が必要な情報にたどり着きやすいよう、提供する情報の相互運用性の向上

を図るなど情報基盤の機能を充実させ、環境研究機関等との連携に配慮するとともに、利用

者の身近な環境情報の収集・活用について検討するなど双方向コミュニケーションの充実に

留意する。 

本業務の目標を達成するために、次のとおり、重点的・体系的に業務を実施することとし、

平成２５年度は、新たに２，０００件の情報源情報（メタデータ）を収集･整理し、提供する

ことを目指す。 

（１）環境の状況等に関する情報の提供 

我が国の大気汚染、水質汚濁、化学物質等の環境の状況に関するデータ及び環境指標・

環境統計等、行政機関等により収集された基礎データを広く収集・整理し、様々な利用に

対応できるデータとして取りまとめるとともに、地理情報システム（ＧＩＳ）を活用する

などして、できる限り分かりやすい方法で提供する。 

 

（２）環境研究・環境技術等に関する情報の提供 

環境研究・環境技術の動向、環境技術の解説、競争的資金などの支援情報その他の環境

研究・環境技術に関する情報を収集・整理し、提供する。提供に当たっては、関連情報へ

のリンクを提供するなど、多角的で分かりやすい情報の提供に留意する。 

 

上記（１）、（２）のほか、国民の環境保全活動の推進等に資するため、環境保全に係る動

向等に関する情報を収集・整理し、提供する。 
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ズの把握のために、従前から実施していたアクセス解析に加え、前年度開設したアン

ケートページを引き続き活用するとともに、利便性向上を図るために、新着情報メー

ル配信サービスも引き続き実施した。また、引き続き話題性のある環境に関連した情

報を「ピックアップ」に表示した。 

この他、「環境展望台」で使用されている各種ソフトウェア等のバージョンアップを

行うことでセキュリティ対策を高める等、引き続き安定運用を図った。 

 

「環境展望台」で提供しているコンテンツは次のとおり。 

・ ニュース・イベント･･･国内・海外ニュース、イベント情報 

・ 研究・技術･･･環境研究・環境技術に関する情報 

・ 政策・法令･･･環境政策・環境法令に関する情報 

・ 環境学習･･･環境学習に役立つ情報 

・ 環境ＧＩＳ･･･環境の状況、環境指標・統計等に関する情報 

・ 検索・ナビ･･･様々な環境情報の検索サービス 
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「環境展望台」トップページ画面 

 

なお、環境展望台で提供している環境に関する情報のうち、「環境の状況等に関する

情報の提供」及び、「環境研究・環境技術等に関する情報の提供」について、平成２５

年度に実施した業務は、それぞれ次のとおりである。 

 

（１）「環境の状況等に関する情報の提供」について 

①「環境ＧＩＳ」の運用を通じ、我が国の大気汚染、自動車騒音等の環境の状況に関

する基本的なデータの整備・提供を行った。 

②平成２５年度に収集･整理した以下のデータについて追加を行った。 

ア．大気汚染状況の常時監視結果 

イ．有害大気汚染物質調査結果 

ウ．酸性雨調査結果 

エ．自動車騒音の常時監視結果 
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オ．ダイオキシン調査結果 

カ．騒音・振動・悪臭規制法施行状況調査結果（*） 

キ．東アジア酸性雨モニタリング結果 

  （*）生活環境情報サイト内で提供 

 

③「環境ＧＩＳ」の情報を充実させるため、以下の対応を行った。 

ア．「環境ＧＩＳ／環境の状況」について、平成２４年度より追加した「微小粒子

状物質（PM2.5）」、「塩化メチル」、「トルエン」を含む各種データの更新を引き

続き行った。 

イ．「環境ＧＩＳ/環境の状況」の測定地点一覧について、地点クリック時の表示

内容の見直しを行い、従来は表示できなかった地点名、所在地、緯度、経度、

測定項目等の測定地点の情報を容易に確認できるようにした。 

ウ．環境ＧＩＳで使用されている背景地図について、２０１２年度版に置き換え

るとともに、日本政府の方針に沿った領土表示、地名表記に更新した。また、

高速表示ができるよう、国土数値情報２５０００に準拠するベクターデータ（数

値データ）を基に、あらかじめ作成した画像データでの表示を可能とした。 

エ．「環境ＧＩＳ/環境の状況」の有害大気汚染物質調査結果について、データ処

理ツールを改善し、データ作成作業の効率化及びデータの信頼性の向上を図っ

た。 

④環境省からの請負業務である「生活環境情報総合管理システムの整備業務」におい

て、生活環境情報総合管理システムの運用・保守及び騒音・振動・悪臭等の法施行

状況調査結果データの整備を行うとともに、地方公共団体の担当者に対するオンラ

インデータ入力支援を行った。 

⑤環境省からの請負業務である「大気常時監視１時間値データフォーマット変換・編

集業務」において、地方公共団体等から提供された１時間値データを共通のフォー

マットに適切に変換・編集した。 

 

（２）「環境研究・環境技術等に関する情報の提供」について 

①「ニュース・イベント」では、国内（行政、研究機関、企業等）及び海外（欧米を

中心とする関係政府機関や国際機関）から、環境研究・技術に関する最新ニュース

を収集し、オリジナル情報へのリンクとともに紹介した。また、それぞれのニュー

スには、関連性のある環境技術解説へのリンクを追加する等、効率的な利用ができ

るように配慮した。 

②「研究・技術」では、日本国内における環境研究機関の取組等を紹介する「日本の

環境研究」のコンテンツにおいて、国・独立行政法人や地方環境研究所の環境研究

に関する情報の更新等を行った。 

③「政策・法令」では、新たに制定された法令や改正法令を追加するとともに、審議
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会・研究会等議事録、パブリックコメント等を追加し、提供している情報の充実に

努めた。 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

「環境展望台」の利用者ニーズを把握することに努めるとともに、利用者の利便性

向上を図るために、引き続き「ピックアップ」をトップページに掲げ、話題性のある

環境に関連した情報を横断的に閲覧できるようにした。 

また、新着情報メール配信サービスを引き続き実施した。なお、「環境展望台」での

情報源情報（メタデータ）については、２，７５３件を提供し、平成２５年度の目標

（２，０００件）を達成することができた。 

今後も、利用者ニーズを踏まえてコンテンツの更なる充実を図ること等により、「環

境展望台」の認知度を高めるとともに、環境情報の適切な整備・的確な発信に努めて

いく。 
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Ⅰ 業務の実績 

 

１．発表論文、誌上発表及び口頭発表の実績 

 

論文の数に関する実績については、平成２５年度の査読付き発表論文数と誌上発表

件数はそれぞれ５０６件と７１７件であり、第２期中期目標期間の年平均値（査読付

き４３４件、誌上６３４件）を上回った。また、口頭発表の件数は１，３０９件であ

り、こちらも第２期中期目標期間の年平均値（１，２６８件）を上回った（資料２３）。 

 

２．論文の質などの評価 

 

発表論文のうち、英語論文の質などに関する実績については、トムソン・ロイター

社が整備しているデータベースであるＥＳＩ（Essential Science Indicators）を用

いて２００２年から２０１２年にかけてのデータを分析した（資料２４）。まず、研究

分野に関しては、ＥＳＩで設定される２２の研究分野のうち、数学を除く２１分野で

論文が発表され、広範囲の研究分野に亘る成果を上げていることが明らかになった。 

３．研究成果の積極的な発信と社会貢献の推進 

（１）研究成果の提供等 

国民の環境保全に対する関心を高めるとともに、環境問題に関する科学的理解と研究活

動への理解を増進するため、インターネット、プレスリリース、公開シンポジウム等を通

じ、研究活動や研究成果の積極的な発信に努める。その際、政策貢献型の研究機関として、

国環研の果たしている役割や、研究成果と環境政策との関連性等の情報を含めつつ、環境

研究の専門的知識を持たない主体に対しても、分かりやすく、かつ正確な発信に努める。 

広報活動については、職員の広報に対する意識の向上を図るとともに、平成２５年度広

報・成果普及等業務計画に基づき実施する。その際、広報内容と利用者のニーズ等を考慮

し、経費削減の観点を加えつつ、効率的・効果的な広報媒体を選択する。更に、地域社会

に根ざした法人としての役割と責任を踏まえた広報活動にも心がける。これらの広報活動

については、外部専門家の意見も聴取しつつ、より効果的なものとなるように努める。 

具体的には、以下により研究活動・研究成果に関する情報を幅広く提供する。 

①発表論文、誌上発表及び口頭発表の推進 

個別の研究成果の発表について、平成２５年度の査読付き発表論文数、誌上発表件

数及び口頭発表件数を、それぞれ第２期中期目標期間中の年平均と同程度に確保する。

その際、国内外の学会等で高い評価を得るなど、学術的・社会的貢献の観点から質の

高い研究成果の発信に努める。 
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つぎに、論文の質に関する指標である相対被引用度も算出した。これは、ある分野

において発表した論文の平均被引用数を、世界全体の論文の平均被引用数で除した数

値で、１．０が世界標準の値となる。ＥＳＩに格納されている国環研の論文に係る相

対被引用度の平均値は１．１２であり、世界標準を上回る水準の論文が発表されてい

ることが分かる。さらに、ＥＳＩで設定される研究分野のうち、「地球科学」、「複合領

域」および「宇宙科学」は国際共著率（全論文数のうち、海外の研究機関に属する研

究者と共著で書かれた論文数の比率）が５０％以上である。 

 

３．受賞の実績 

 

受賞に関する実績については、論文賞等誌上発表に対する受賞が７件、口頭・ポス

ター発表に対する受賞が５件、さらに、対象分野への長年の研究業績に対する受賞（功

労賞、学術賞等）は８件を数えた（資料２５）。 

 

資料２３ 誌上・口頭発表件数等 

資料２４ 論文の被引用数等の評価 

資料２５ 誌上発表・口頭・ポスター発表・長年の研究業績に対する受賞一覧 

 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

論文の数に関しては、平成２５年度の査読付き発表論文数、誌上発表件数および口

頭発表件数はいずれも第２期中期目標期間の年平均値を上回った。論文の質に関して

は、２００２年から２０１２年にかけての分析結果から、幅広い分野で質の良い論文

を発表しており、論文の数と質の実績に受賞実績を含め、概ね順調に成果発表が進め

られたと評価できる。今後も質の高い研究の推進と研究成果の発信に努めていく。 
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②マスメディアを通じた研究成果等の普及 

研究活動や研究成果に関する正確で、興味深い情報をタイムリーに、マスメディア

を通じて積極的に発信する。 

なお、研究成果等が実際に掲載・放映され易くするためには、マスコミ関係者が国

環研に関心を持つことも重要であることから、マスメディアを対象とした定期的な勉

強会等の開催に努める。 

これらの情報発信に関しては、平成２５年度のプレスリリース件数の合計数を、第

２期中期目標期間中の年平均数を上回ることを目指す。更に、プレスリリースの内容

については、研究成果の発表件数が第２期中期目標期間の年平均のそれを上回ること

を目指す。 

 

 

Ⅰ 業務の実績 

 

第３期中期計画の数値目標達成のため、平成２５年度広報・成果普及等業務計画 （資

料２６）に基づき、国環研の研究成果について、マスメディアを通じた積極的な発信

を進めた。 

プレスリリースについては、第２期中期目標期間の年間平均件数３６件に対し、平

成２５年度実績は４６件、うち研究成果に関する発表件数は第２期中期目標期間の年

間平均件数１２件に対し、平成２５年度実績は１６件となっており、年度目標を上回

った（資料２７）。 

また、研究者と広報室が連携しわかりやすいプレスリリースに努め、さらに記者ク

ラブとの勉強会等を２回実施する等、積極的にマスメディアの取材・要望に応じた。

国環研の研究が紹介・言及されたテレビ等の報道・出演は１３３件（平成２４年度２

０３件）、新聞報道は４２８件（平成２４年度３７７件）であった（資料２８）。 

 

資料２６ 平成２５年度広報・成果普及等業務計画 

資料２７ 平成２５年度のプレスリリース一覧 

資料２８ マスメディアへの当研究所関連の掲載記事・放映番組の状況 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

プレスリリースについては目標件数を達成した。また、マスメディアの取材等にも

積極的に応じた結果、国環研の研究が新聞やテレビ等で多数取り上げられる等、広報

の充実を図ることができた。今後とも国民に対し、積極的な情報発信に努める。 
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③インターネット等を通じた研究成果等の普及 

一般国民が手軽に国環研を知ることができる有効な手段の一つであるホームページ

の役割を踏まえ、研究所の最新の動向を正確かつ迅速に発信するとともに、利用者が

必要とする情報に効率的にアクセスできるよう、ホームページの機能強化に努める。

また、研究活動支援及び社会貢献の観点から、研究者向けの有用なデータや、社会的

に関心の高いテーマについて、関連情報の提供に努める。更に、刊行物等の様々な広

報手段を活用し、研究活動・研究成果の解説・普及に努める。 

 

 

Ⅰ 業務の実績 

 

平成２５年度の広報・成果普及等業務計画（資料２６）に基づき、国環研の研究成

果等について、国環研ホームページを通じ正確かつ迅速に発信し、また、刊行物等を

活用し、研究成果の解説・普及に努めた。 

 

１．ホームページによる研究成果等の普及 

 

（１）所内研究センター等と連携し、国環研ホームページを通じて国環研の最新情報や

研究成果の提供を行った。平成２５年度中に公開を開始した主なコンテンツは、以

下のとおりである（資料２９）。 

 

No. コ ン テ ン ツ 等 名 称 主担当研究センター 

プロジェクト、施設等のホームページ 

１ 社会環境システム研究センターホームページ 
社会環境システム研究

センター 

個 別 研 究 成 果 等 

２ 全球水資源モデルＨ０８のサイト 地球環境研究センター 

３ 成層圏極渦予測 地球環境研究センター 

４ 
無機系産業廃棄物（燃えがら・汚泥・鉱さい・

ばいじん）３２元素組成データベース 

資源循環・廃棄物研究

センター 

５ ユスリカ標本ＤＮＡデータベース 
生物・生態系環境研究

センター 
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６ 北海道淡水魚類データベース「HFish」 
生物・生態系環境研究

センター 

７ 
鳥インフルエンザ侵入リスクマップ（2012 年

版） 

生物・生態系環境研究

センター 

８ 日本全国標準土地利用メッシュデータ 
生物・生態系環境研究

センター 

９ 日本全国さとやま指数メッシュデータ 
生物・生態系環境研究

センター 

 

（２）「全球水資源モデルＨ０８のサイト」の開設をはじめ、「成層圏極渦予測」の機能

拡張を行う等、より充実した情報を提供することにより、産学官の研究者等の期待

に応えられるように努めた。さらに、「研究者データベース」の定期的な更新によ

り、引き続き人材や業績の紹介を図った。 

 

（３）国環研の紹介、情報の提供のサイトとして、国環研ホームページを適切に管理・

運用した。具体的には、報道発表やイベント情報、国環研の各種刊行物などの記事

を引き続き提供、更新するとともに、新たな Webツールの活用の一環として、動画

共有サイト「YouTube」上に「国立環境研究所動画チャンネル」を開設し、公開シ

ンポジウム等の講演を掲載した。 

 

（４）震災復旧・復興への貢献の一環として開設した「東日本大震災 関連ページ」に

ついては、国環研で実施しているさまざまな研究課題を災害環境研究として俯瞰的

に整理した「災害環境研究の俯瞰」、それらの研究活動から得られた成果を中間的

に要約した「災害環境研究の成果」のページと統合し、「災害環境研究への取り組

み」ページとして再構成し、公開した。同ページを通じ、引き続き、国環研の災害

環境研究への取り組み等に関する情報提供を行った。 

 

（５）国環研ホームページについては、よりわかりやすく、利用しやすいホームページ

を目指してリニューアルを行い、平成２５年７月に公開した。新しいホームページ

では、利用者が必要な情報に容易にアクセスできるよう、トップページにユーザ別

ナビを設置するとともに、国環研の最新動向やイベント等の話題性のある情報にア

クセスしやすいよう、バナーを用いたピックアップによる誘導を行った。また、関

連性のあるコンテンツを自動的に抽出してリンク先を表示するコンテンツ連携や

階層メニュー表示を追加する等、効率的な利用ができるよう配慮した。さらに、Ｃ

ＭＳ（コンテンツ・マネジメント・システム）を導入して適切かつ迅速に情報発信

できる仕組みを整えた。 

 



- 29 - 
 

（６）平成２５年度における国環研ホームページの利用件数（ページビュー）は、約５，

２８３万件であった。平成２４年度（４，３５８万件）に比べて２１％増加した（資

料３０）。 

 

２．刊行物等による研究成果等の普及 

 

（１）国環研の研究成果等を刊行する際の刊行規程に基づき、研究報告書等を刊行した

（資料３１）。 

 

１）研究成果をわかりやすく普及するための研究情報誌「環境儀」については、平

成２５年度において以下の４号を発行した。また毎年度実施している読者向けア

ンケート調査結果を踏まえ、専門的な用語についてはコラムやメモ欄を使って、

さらに理解しやすい編集に努めた。 

 

第４８号 環境スペシメンバンキング－環境の今を封じ込め未来に伝えるバトンリ

レー 

第４９号 東日本大震災－環境研究者はいかに取り組むか 

第５０号 環境多媒体モデル－大気・水・土壌をめぐる有害化学物質の可視化 

第５１号 旅客機を使って大気を測る－国際線で世界をカバー 

 

 

 

環境儀シリーズ（第４８号から第５１号まで） 

 

２）国立環境研究所ニュースについては、年６回発行し、 

国環研における最新の研究活動を紹介した。 

 

（２）刊行物については、平成２４年度から原則として電子情報により提供することと

した。なお、紙媒体での提供が不可欠なものについては、発行部数の見直しを行い
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つつ、電子情報での提供と並行して紙媒体の発行を行った。 

 

（３）第３期中期計画に基づく研究体制や研究内容についてのパンフレットについては、

既存のものを見直し、より分かりやすくコンパクトにまとめたものを作成し、ホー

ムページから配信するとともに、国環研の見学者説明用等に有効利用した。 

 

（４）国環研の活動について理解を深めていただくことを目的に、一般市民を対象とし

たメールマガジンを平成２４年１２月から毎月発行している。 

 

資料２６ 平成２５年度広報・成果普及等業務計画（再掲） 

資料２９ 平成２５年度に国立環境研究所ホームページから提供したコンテンツ 

資料３０ 国立環境研究所ホームページの利用件数（ページビュー） 

資料３１ 平成２５年度国立環境研究所刊行物一覧 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

国環研ホームページについては、利用者が必要な情報に効率的にアクセスしやすく

なるようリニューアルを行い、平成２５年７月に公開した。利用件数は、平成２４年

度に比べて２１％の増加となった。今後も、一般国民に手軽に国環研を知ってもらう

とともに、研究活動支援及び社会貢献の観点から、より一層充実した情報の発信に努

めていく。 

刊行物については、国環研の刊行規程に基づき適切に刊行することができた。引き

続き、刊行物の充実を図り、研究活動・研究成果等の紹介・普及に努めていく。 
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Ⅰ 業務の実績 

 

１．研究基盤としての様々なデータベース（地球環境モニタリングデータ、温室効果

ガス排出量、化学物質の安全情報や測定法、全国の大気・水質に関する環境数値情

報、侵入生物の生態学的情報等）を、国環研のホームページから提供した。 

 

２．教育、研究開発のリソースとして、平成２５年度に、環境計測研究センターでは

環境標準物質（国内１０７件、国外３２件）、微生物系統保存施設では微生物保存株

(国内９８０件、国外１３３件)、水環境実験施設では実験水生生物（国内のみ９７

件）の分譲を行った。 

 

３．産学官交流を通じた研究成果の活用促進については、前述のとおり、大学との教

育・研究交流や企業との共同研究等を通じ、その促進に努めた（資料２、３、４、

５）。また、国の審議会等への参画、各種委員会で指導的役割を果たすこと等を通じ、

国環研の科学的知見を環境政策の検討に活かすように努めた（資料１０、１１）。 

 

４．知的財産については、平成２５年度は１件の特許等が登録された。特許等の保有

状況については、資料３２に示すとおり、２５年度末現在で、国内及び外国特許４

１件、商標権２件を登録している。 

また、知的財産の取得・活用のための支援として、特許事務所と契約し、特許等

の取得や実施許諾に係る法的な判断が必要な事項について、また取得された特許等

の活用等のための契約内容について、相談等が可能な体制を整備している。 

 

５．特許の精選や活用を重視した知的財産の管理の充実を目的として、平成２４年度

に作成した知的財産ポリシー及び全面改正を行った職務発明規程に基づき、機関一

元管理の原則の下で、知的財産審査会を５回開催し、６件の職務発明の認定、６件

の特許出願を行ったほか、特許の活用促進方策に関する検討を行った。 

 

（２）研究成果の活用促進 

研究基盤としてのデータベースや保存試料などの外部研究機関等への提供や、産学官交

流の促進等を通じて、研究成果の活用促進に努める。知的財産については、財務の効率化

及び権利化後の実施の可能性を重視して、研究所が保有する特許権等を精選し活用を図る。 

また、アジア地域等をはじめとした国際的な研究事業については、産官学の連携の下で

アジア等の環境産業の育成を図ろうとする政策展開と連携して、研究成果を社会実装に反

映できるようにすることを念頭に置きつつ推進する。 
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６．環境省が展開中の「世界に通用する静脈産業の育成」を図る政策と連携し、廃棄

物の分別収集、再生利用、焼却、埋立等に関する我が国の技術・システムをアジア

地域の地勢的、社会的条件等に適合させるため、産学との連携により市場動向の把

握と技術開発を進めた。 

 

資料２ １）平成２５年度共同研究契約について（再掲） 

２）平成２５年度協力協定等について（再掲） 

資料３ 平成２５年度地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧（再掲） 

資料４ 大学との交流協定等一覧（再掲） 

資料５ 大学の非常勤講師等委嘱状況（再掲） 

資料１０ 各種審議会等委員参加状況（再掲） 

資料１１ 環境政策への主な貢献事例（再掲） 

資料３２ 登録知的財産権一覧 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

教育や研究のリソースとして、環境標準物質や微生物保存株等を様々な外部研究機

関へ分譲した。また、大学との教育・研究交流や企業との共同研究等による産学官交

流の促進等を通じて、研究成果の活用促進に努めた。さらに、知的財産については、

その取得・活用のための支援のほか、職務発明規程に基づく知的財産審査会を運営し、

管理・活用の充実を図った。アジア地域をはじめとした国際的な研究事業については、

世界に通用する静脈産業育成に向けた環境省の政策展開とも連携しつつ研究を進め、

今後も、これらの取組を通じて、研究成果の活用促進に努めていく。 
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（３）社会貢献活動の推進 

   研究成果の国民への普及・還元を通じて、社会貢献に一層努める。具体的には、以下の

取組を推進する。 

①研究成果の国民への普及・還元活動 

ア．公開シンポジウム、研究所の一般公開の実施 

６月に開催予定の公開シンポジウム(研究成果発表会)や４月及び７月に開催予定の

研究所の一般公開において、最新の研究成果について、研究所・研究者から直接国民

にインパクトのあるメッセージを発信する。 

イ．各種イベント、プログラムへの参加 

シンポジウムやワークショップ等の開催又は参加に努めるほか、環境省や地方公共

団体等とも連携し、環境保全を広く国民や地域社会に訴えるイベントや、若い世代に

環境研究の面白さを伝えるためのイベントやプログラムにも積極的に参加する。 

 ウ．研究所視察者・見学者の対応 

視察者・見学者の希望を十分把握した上で、研究活動に支障のないよう留意しつつ、

視察者・見学者が満足するような見学コースの設定に努める。なお、見学対応におい

ては、研究所の研究内容が一覧できるなど展示内容や展示方法を工夫しつつ、わかり

易く興味を持てる説明に努める。 

 

 

Ⅰ 業務の実績 

 

１．公開シンポジウム、研究施設公開 

 

（１）公開シンポジウム（研究成果発表会） 

公開シンポジウム２０１３「国境のない地球環境～移動する大気・生物・水・資

源～」をメルパルクホール（東京、平成２５年６月１４日）及びシルクホール（京

都、同６月２１日)で開催し、それぞれ、６４４名、２３４名の参加を得た。シン

ポジウムでは、地球規模の環境問題を解決すべく国環研において実施した観測・調

査・研究を通じて得られた経験や知見について、５つの講演と１９テーマのポスタ

ー発表を行った。また、講演内容の分かりやすさ等についてアンケートを実施した。

アンケートでは、シンポジウムに参加した感想として「最新の研究成果が聞けてよ

かった」、「とても分かりやすかった」との回答が多くよせられた。なお、講演に用

いた資料等については、過去のものも含め、わかりやすく整理してホームページに

掲載し、成果の普及に努めた。 
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「国立環境研究所公開シンポジウム２０１３」の様子 

 

（２）国立環境研究所「災害環境研究」報告交流会 

災害と環境に関する研究について、これまでの研究成果を報告するとともに今後

の研究の方向性について被災地の方々と意見交換するため、平成２６年３月９日に

福島県郡山市で国立環境研究所「災害環境研究」報告交流会を開催し、地元県民や

研究者など１５４名の参加者を得た。報告交流会では、「福島の復興支援と環境創造

に向けた国立環境研究所の取組み」をテーマとして、これまでの成果と今後の計画

を発表するとともに、今後の方向性についてパネルディスカッション等を通じて参

加者と意見交換を行った。 

 

（３）一般公開 

１）平成２５年４月２０日(土)及び同７月２０日（土）、つくば本構内で国環研の一

般公開を行った。来訪者数は、それぞれ４２５名及び４，４４０名であった（資

料３３）。 

 

２）このうち夏の大公開では子どもから大人までの全ての年齢層を対象に、講演や研

究施設の説明に加え、体験型イベントや環境学習に資する展示等を実施した。ま

た、今まで以上に公共交通機関を利用した来所を促進するため、平成２４年度に

引き続き独立行政法人産業技術総合研究所と連携して、つくばセンターと結んだ

無料循環バス「環境研・産総研号」を運行するとともに、ＪＲひたち野うしく駅

との間で無料バスの運行を行い、自家用車の使用抑制を図った。その結果、自家

用車での来場者が抑制された。 
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国環研「夏の大公開」の状況（平成２５年７月２０日、つくば本構） 

 

 

２．各種イベント、プログラムの開催・参画 

 

（１）研究成果の普及・還元の一環として、主催、共催による各種シンポジウム、ワー

クショップ等を開催した。国内では、東アジア低炭素成長ナレッジ・プラットフォ

ーム、災害・放射能汚染廃棄物研究成果報告会等２６件、国外ではＣＯＰ１９／Ｃ

ＭＰ９サイドイベント「マレーシアそしてアジア全域での低炭素社会実現に向けた

ロードマップと実践」等８件を開催した（資料３４）。 

 

（２）また、若い世代も含めた幅広い年代層を対象とした、環境研究・環境保全に関す

る下表のイベント・展示会等に協力した。このほか、特に若い世代に対するイベン

トとして、後述のとおりサイエンスキャンプ、つくば科学出前レクチャー等に積極

的に参画した。 

 

参画したイベント等 開催時期 実施内容 

エコライフ・フェア２０１３ 平成２５年 

６月 

代々木公園に専用ブース

を出展し、侵入生物種や地

球温暖化に関する研究成

果を多くの方に説明した。 

つくば環境スタイルサポーター

ズの集い 

平成２５年 

６月 

つくば市の主催イベント。

自転車発電により、家庭か

らのＣＯ２排出量がどの位

削減できるのか、考える体

験イベントを行った。 
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グリーンパワーフェスティバル

２０１３ 

平成２５年 

１０月 

経済産業省の主催イベン

ト。自転車発電により、家

庭からのＣＯ２排出量がど

の位削減できるのか、考え

る体験イベントを行った。 

うしくみらいエコフェスタ 平成２５年 

１０月 

牛久市の主催イベント。自

転車発電により、家庭から

のＣＯ２排出量がどの位削

減できるのか、考える体験

イベントを行った。 

つくば科学フェスティバル２０

１３ 

平成２５年 

１１月 

つくば市の主催イベント。

自転車発電により家庭か

らのＣＯ２排出量がどの位

削減できるのか、考える体

験イベント等を行った。 

ＴＸテクノロジー・ショーケース 

２０１３ 

平成２６年 

１月 

国環研の概要パネルの展

示を行った。 

 

３．研究所視察者・見学者への対応 

 

（１）平成２５年度における視察者・見学者の受入状況は次のとおりである（資料３３）。 

国内（学校・学生、市民、企業、官公庁等） ： ５４件 ９７７人 

海外（政府機関、研究者、ＪＩＣＡ研修員等）： ２５件 ２４８人 

 

（２）見学対応による研究者等への負担を軽減し、一層の効率化を図りつつ対応能力を

向上させる必要があることから、基本的な見学コースを設定し、企画部スタッフに

よる説明対応を充実させるとともに、パネル等の展示スペースの活用や、施設見学

用のパンフレット、ＤＶＤ、パネル、展示物等の整備、改善を進めた。 

 

資料３３ 平成２５年度研究所視察・見学受入状況 

資料３４ ワークショップ等の開催状況 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

公開シンポジウム（東京及び京都）では、アンケート結果にみられるように、わか

りやすく効果的な講演等を心がけたことにより、研究成果について参加者から高い関

心が示され、講演内容についても高い評価が得られた。 
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夏の大公開では、全所一丸となって対応した結果、多くの来場者に国環研の活動成

果の普及を図ることができた。また、公開に際し、独立行政法人産業技術総合研究所

との交通連携を平成２４年度に引き続き実施し、公共交通機関を利用した環境負荷の

少ない来所を推進することにより来場者に環境への関心を高めることができた。アン

ケート結果からは、大部分の来場者から研究内容に興味を持つことができたとの回答

を得られ、わかりやすく効果的な一般公開が実施できた。 

さらに、「つくば科学フェスティバル」等の地方公共団体主催のイベントにも積極的

に参加し、地域社会や若い世代の環境研究への関心を高めることができた。 

平成２６年度においても、アンケート結果も踏まえ、公開シンポジウム、一般公開、

視察・見学対応等を通じて、国環研の研究成果を分かりやすく社会・市民に伝えるよ

う努める。 

視察者・見学者に対するアンケート調査を見学終了後に行っており、その調査結果

をフィードバックし、効率的かつ効果的な見学を実施していく。 
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②環境教育及びさまざまな主体との連携・協働 

ア．環境問題の解決のためには、社会構造やライフスタイルの変革等国民の具体的な行

動に結びつけることが重要であることから、第１の２の環境情報の提供のほか、各種

体験学習プログラム等の実施又は参加により積極的な啓発活動・環境教育に取り組む。 

イ．環境問題に取り組む国民やＮＧＯを含む関係機関等に対して、適切な助言や必要に

応じて共同研究、講師派遣等を行うことにより一層の連携・協働を図り、地域や社会

における環境問題の解決に貢献する。 

 

 

Ⅰ 業務の実績 

 

次代を担う青少年を対象に、環境保全に関する知識や情報を普及・啓発し環境教育

を行うことを目的として、高校生を対象としたサイエンスキャンプに積極的に参画し

た。 

また、要請に応じて「つくば科学出前レクチャー」や各種団体等の主催する講演会・

学習会等に研究者を講師として派遣し、環境保全活動を行う学校や市民を支援した。 

さらに、市民団体等の見学を積極的に受け入れ、研究成果の紹介や環境保全活動の

ための助言等を行った。 

 

普及・啓発・環境教育活動 時期 対応内容 

サイエンスキャンプ２０１３ 

主催 （独）科学技術振興機構 

対象  高校生・高専生 

（１～３学年） 

①平成２５年

７月２９日～ 

３１日 

②平成２５年

８月５日～ 

８日 

①「環境と生物」（つくば本構、

１０名） 

①-1 オゾンの植物影響 光化

学オキシダントに曝露したタバ

コの葉の観察等により植物への

大気汚染の影響や植物の環境ス

トレスへの対応について学習。 

①-2  多様な藻類の観察 採取

した藻類等の観察を行い、藻類

の分離、培養、保存技術につい

て学習。 

②「東京湾の魚介類と環境を調

べてみよう」（東京湾（横浜市）

１２名）底曳き網による魚介類

収集を行い、東京湾で進行中の

生態系の変化について学習。 
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講師派遣 要請に応じ随

時 

つくば科学出前レクチャー（つ

くば市）、おもしろ理科先生（茨

城県）等の地方自治体による事

業や市民グループ等からの要請

に応じて講師を派遣し、環境研

究に関する講義等を実施。 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

サイエンスキャンプ、つくば科学出前レクチャー等への講師派遣等、積極的に協力・

活動を行うことができた。引き続き、環境教育の推進を図るとともに、様々な主体と

の連携・協働に努めていく。 
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Ⅰ  業務の実績 

 

１．環境研究の柱となる８分野を担う下記の８研究センターを基本とする研究体制の

下で研究を推進した。 

地球環境研究センター 

資源循環・廃棄物研究センター 

環境リスク研究センター 

地域環境研究センター 

生物・生態系環境研究センター 

環境健康研究センター 

社会環境システム研究センター 

環境計測研究センター 

 

また、毎年度研究評価を実施しその結果を運営に反映させるよう、外部研究評価委

員会等の体制を整備した。なお、外部研究評価においては、各研究センターの活動全

体について評価対象とするとともに、各分野（研究プログラム以外）、課題対応型研

究プログラム（重点研究プログラム及び先導研究プログラム）、環境研究の基盤整備

（「地球環境の戦略的モニタリング、地球環境データベースの整備、地球環境研究支援」

と「子どもの健康と環境に関する全国調査の総括的な管理・運営」）並びに「災害と

環境に関する研究」については、個別に評価の対象としている。 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．研究所の運営・支援体制の整備 

独立行政法人化の要請である効率化と環境研究等の充実・強化の両立を図るため、以下の

体制を構築する。なお、体制については、理事長の指揮のもと、絶えず検討し、必要に応じ

見直しを行う。 

（１）研究活動については、第１の１．に記載した体制の下で推進するとともに、その内容

について評価を行い、それを反映して柔軟に運営する。 

（２）企画部・総務部・環境情報部が連携し、運営の効率化と研究支援の強化を図る。 

（３）つくばの国環研本構と福島県における研究拠点が連携して、効率的・効果的に研究活

動を進めるための体制整備を進める。 

（４）国内外の関係機関との連携強化のための体制を構築する。 

（５）コンプライアンス徹底のための体制、広報・アウトリーチ活動のための体制を強化す

る。 
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２．環境情報部・企画部・総務部は同じ管理部門として連携し、運営の効率化と研究

支援の強化を図った。また、人事管理機能の強化を図るため、総務部に人事課を新

たに設置した。 

 

３．災害環境研究の現地研究拠点となる福島支部の開設に向け、平成２５年１０月１

日に福島支部準備室を設置し、所内連携をより一層強化し、支部設置に向けた諸準

備を進めるとともに、総合的、分野横断的に研究を推進した。また、福島支部を置

くこととなる福島県環境創造センターについては、効率的・効果的な研究実施体制の

構築に向けて、福島県及びＪＡＥＡと研究の連携や中長期ロードマップなどの検討・調整を

重ねた。 

 

４．国内外の関係機関との連携強化のため、各研究センターで連携活動を進めるとと

もに、研究連携部門（審議役を配置）及び企画部が全所的な観点から調整し、より

戦略的・効果的な推進を図った。 

 

５．コンプライアンスの徹底を図るため、独立行政法人国立環境研究所コンプライア

ンス基本方針（平成２２年９月８日）及びコンプライアンス委員会運営要領（平成

２２年１０月６日）に基づく、所内のコンプライアンスチェック体制の確認、法令

等に基づく届出のチェック等に加え、新たに所員を対象としたコンプライアンス研

修会を行った。 

   

６．広報・アウトリーチ活動については、広報委員会の下に広報戦略推進ワーキング

グループを設置し、第３期中期目標期間における広報の実施に向けた検討や実施状

況のモニタリング等を行った。 

 

資料３５ 国立環境研究所の組織 

資料３６ ユニット別の人員構成 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

中期計画に基づき、研究推進体制とともに、効率的な運営と研究支援を確保するた

めの体制を整備し、環境研究等の充実・強化と効率化の両立に努めた。また、福島支

部準備室を設置し、災害環境研究の一体的推進を図るとともに、支部設置に向けた諸

準備を進めた。コンプライアンスについても、基本方針と関連規程に基づく体制を整

備し、その徹底を図った。平成２６年度も、体制について絶えず検討し、柔軟に運営

し、必要に応じて見直しを行う。 
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２．人材の効率的な活用 

（１）人的資源の最適配置を行うほか、優れた研究者の登用、既存の人材の活性化・有効活

用などにより人事管理を行い、人材の効率的活用を図る。また、研究開発力強化法に基

づく人材活用方針を積極的に運用するとともに、適宜内容の充実を図る。各研究部門に

おいて、専門的、技術的能力を維持・継承できる体制の構築を進める。 

（２）管理部門の事務処理能力の更なる向上を図るため、研修会や関係するセミナーへの参

加や高度技能専門員の積極的な活用を図る。 

（３）職務業績評価については、本人の職務能力の向上や発揮に資するよう、また、国環研

の的確な業務遂行に資するよう適宜見直しを行う。 

（４）定年退職後の再雇用者の能力が十分発揮できる方策を検討する。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．研究部門における人材活用 

 

（１）研究者の配置 

第３期中期計画に基づく研究計画を踏まえ、８つの研究分野を担当する８研究セ

ンターの構成に対応する研究者を配置した（資料３６）。 

 

平成２５年度末の研究部門の人員構成（単位：人） 

 常勤職員 契約職員 合計 

 研究系 その他 

地球環境研究センター ３２ ４６ ８３ １６１ 

資源循環･廃棄物研究センター ２６ １４ ４４ ８４ 

環境リスク研究センター ２１ １５ ４８ ８４ 

地域環境研究センター ３０ １３ ５３ ９６ 

生物・生態系環境研究センター ２９ １９ ５７ １０５ 

環境健康研究センター ２０ ７ ２３ ５０ 

社会環境システム研究センター １９ ２４ ２６ ６９ 

環境計測研究センター ２３ １０ ４８ ８１ 

合計 ２００ １４８ ３８２ ７３０ 

 

  また、災害と環境に関する研究の一層の推進を図るための体制を検討し、人員増

を環境省に要望した結果、平成２５年度予算において２５人分の人件費増額が計上
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され、災害と環境に関する研究を実施する研究員の採用を進めた。 

 

（２）研究系常勤職員の採用・転出の状況（人事交流を除く。） 

平成２５年度においては、研究系常勤職員１５人（パーマネント研究員６人（任

期満了となった任期付研究員を６人採用）、任期付研究員９人）を新たに採用した。

一方で大学等への転出等は１５人であった。平成２５年度末の研究系常勤職員の人

数は１９３人（うち、任期付研究員は４２人）であった（資料３７、３８、３９）。 

 

（３）研究系契約職員及び共同研究者等の状況 

研究業績等により当該分野において優れた研究者として認められており、国環研

の目的を達成するために必要な者を採用するフェロー制度を平成２３年度に創設

し、平成２５年度においても２人を新たに採用した。これは、専門的・技術的能力

の維持・継承の観点も含めている。研究系契約職員として、フェローのほか、高度

な研究能力を有する研究者や独創性に富む若手研究者等を、特別研究員、准特別研

究員、リサーチアシスタントとして採用し、平成２５年度末の人員は１４８人であ

った（資料４０）。 

外部の研究者を連携研究グループ長として委嘱し、所内研究者と連携して研究を

推進する制度を平成２４年度に創設した。平成２５年度においては大学の研究者３

人を連携研究グループ長に委嘱し、研究を推進した（資料６）。 

また、外部との連携を図るため、国内外の大学、研究機関等の優れた研究者等に

国環研においてもその能力を発揮してもらうため、客員研究員２４４人を委嘱・招

へいした。また、大学等からの受入申請に基づき、共同研究員８３人、研究生７５

人を受け入れた（資料６）。 

 

（４）若手研究者、女性研究者、外国人研究者 

「研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針（平成２３年２月３日作成。

以下、「人材活用方針」という。）」に基づき、研究系常勤職員として、若手研究者

（平成２５年度末において３７歳以下の研究者）を９人（パーマネント研究員２人、

任期付研究員７人）、女性研究者を６人（パーマネント研究員２人、任期付研究員

４人）採用する等、研究活動の基盤の強化等を図った（資料３９）。 

 

（５）人事管理機能の強化 

近年の労働関係法令の見直しや福島支部の設置に伴う業務等に対応していくた

め、平成２６年２月に管理部門に人事課を設置した。 

 

２．企画・管理・情報部門（管理部門）における事務処理能力の向上 
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（１）企画・管理・情報部門の職員を各種研修へ参加させるとともに、研修会を企画、

実施し、職員の事務処理等に関する知識及び事務管理能力の向上を図った（資料４

１）。 

 

（２）高度な技術又は専門的な能力を有する高度技能専門員（契約職員）を、企画部に

３人、総務部に７人、環境情報部に９人配置した。 

 

（３）企画・管理・情報部門の常勤職員の平成２５年度末の人数は５４人であった（資

料３６）。 

 

企画・管理・情報部門の職員の人数（単位：人） 

 ２５年度 

企画部 １３ 

総務部 ３２ 

環境情報部 ７ 

監査室 １ 

合計 ５４ 

 

３．職務業績評価等能力向上のための取組 

 

職員の職務活動について、面接による目標設定と業績評価を行い、職務上の課題に

対する指導や助言を行う職務業績評価を実施した。研究系職員の評価においては、学

術面のみならず、環境政策対応を含めた社会貢献状況についても、評価の対象として

いる。平成２４年度職務業績の評価結果については、平成２５年度の６月期業績手当

及び昇給に反映させた（資料４２）。 

 

資料６ 客員研究員等の受入状況（再掲） 

資料３６ ユニット別の人員構成（再掲） 

資料３７ 職員（契約職員を除く）の状況 

資料３８ 職員（契約職員を除く）の年齢別構成 

資料３９ 平成２５年度研究系職員（契約職員を除く）の採用状況一覧 

資料４０ 研究系契約職員制度の概要と実績 

資料４１ 平成２５年度に実施した研修の状況 

資料４２ 職務業績評価の実施状況 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 
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平成２３年４月に再編成された８つの研究センターに研究者を配置した。また、研

究体制の充実のため、公募により幅広く研究系職員を採用した。さらに、国内外の大

学、研究機関等から連携研究グループ長、客員研究員を委嘱・招へいするとともに、

共同研究員、研究生を受け入れた。 

管理部門に平成１８年度から置いている高度技能専門員を積極的に活用した。また、

ハラスメント防止やメンタルヘルスのための研修を実施する等、所内の業務環境の向

上に努めた。 

さらに、職務業績評価制度について、より評価者が総合判断しやすいように、平成

２３年度に評価方法及び面接カード様式等の合理化を図り、平成２５年度においても、

引き続き実施した。 

今後、災害と環境に関する研究の実施のために必要な人材を確保し体制整備を図っ

ていくとともに、引き続き人材活用方針の積極的運用を進めていく。また、事務処理

能力及び業務環境のさらなる向上を図る等、人材の効率的活用を図っていく。 
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３．財務の効率化 

（１）国環研の環境研究の取組の強化への要請に応えつつ、業務の効率化を進め、運営費交

付金に係る業務費（「衛星による地球環境観測経費」及び「子どもの健康と環境に関する

全国調査経費」を除く。）のうち、業務経費については１％以上、一般管理費については

３％以上の削減を目指す。なお、一般管理費については、経費節減の余地がないか自己

評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行うものとする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、国家公務員に

準拠した給与規定の改正を行い、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組

状況を公表する。 

また、総人件費についても、今後の政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳し

く見直すものとする。 

（２）国環研の知的・物的能力を、業務に支障のない範囲で、所外の関係機関等に対して提

供して収入を得ること等により、円滑な財務運営の確保に努める。 

（３）契約については、「随意契約等見直し計画（平成２２年４月策定）」等に基づき、原則

として一般競争入札によるものとし、契約の適正化を着実に実施するとともに、内部監

査や契約監視委員会等により取組内容の点検・見直しを行う。 

  また、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の事例等をも参考

に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求する。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．業務費の削減 

 

業務費の削減については、政府の運営費交付金予算に係る措置として、業務経費分

（「衛星による地球環境観測経費」、「子どもの健康と環境に関する全国調査経費」及び

「放射性物質・災害と環境に関する研究」の業務経費（以下「対象外経費」という。）

を除く。）を対前年度１％減額、一般管理費分を対前年度３％減額された交付金が交付

された。平成２５年度の対象外経費を除いた業務経費の決算額は前年度に較べて１．

８％（１９１百万円）減少した。また、一般管理費は６．８％（７６百万円）減少し

た。 

 

 

 

２．給与水準の適正化等 
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（１）国家公務員に準じて、①平成２４年４月から２年間の給与の支給減額、②平成２

５年１月から退職手当の段階的な引き下げ、③平成２６年１月から５５歳を超える

職員の昇給抑制措置を講じてきている。 

 

（２）平成２５年度の人件費（退職手当、法定福利費を除く。）については、執行額は

２，０２６，８００千円であった。 

 

（３）国環研の平成２５年度の給与水準（ラスパイレス指数）は、国家公務員を１００

として研究系職員が１０３．７、事務系職員が１０６．２であった。 

なお、ラスパイレス指数は、計算対象が年度を通じて給与が満額支給されている

職員に限定されるなどの諸要件があるため、他機関との人事異動による影響を受け

やすく、年度ごとの変動が大きいという特性があるが、今後とも、国家公務員に準

拠した給与規定の改正を行い、給与水準の適正化に取り組んでいく。 

 

３．知的・物的能力の提供等による自己収入 

 

（１）自己収入の一部である競争的資金等については１，３０１百万円で、第２期中期

目標期間の年平均額（２，００８百万円）を下回った。この要因としては、その

大半を占める環境省の環境研究総合推進費予算額の減少の影響とともに、１６６

百万円の受託が決定していた地球環境保全等試験研究費による研究の実施が一部

平成２６年度に延期され、平成２５年度決算額が０円となったことがあげられる

（資料４３）。 

 

（２）一方、東日本大震災以降、災害環境研究に関する政府業務受託が大幅に増加（平

成２５年度は９００百万円）したことなどにより、自己収入の総額については、

３，５７３百万円で、第２期中期目標期間の平均値（３，５５０百万円）を若干

上回った。 

 

（３）なお、科学研究費補助金等の研究者個人に交付される研究補助金（間接経費を除

き、法人の収入に算入しない）の交付額は、平成２５年度６４３百万円で、第２期

中期目標期間の年平均額６４６百万円と同程度であった。 
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自己収入の総額と主な内訳      （単位：千円） 

 

区分 

第２期中期

目標期間の

年平均額 

平成２４年度 平成２５年度 

自己収入の総額 3,550,424 4,051,846 3,573,418 

 競争的資金等 2,008,343 1,588,814 1,300,608 

 政府業務受託 1,286,225 2,223,735 2,038,342 

 民間等受託・民間寄附 231,136 197,158 187,595 

 環境標準試料等分譲事業等 13,810 15,119 13,748 

 

 

４．契約の適正化 

 

（１）取組の経緯等 

契約の適正化については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平

成２１年１１月１７日閣議決定）に基づき、外部有識者と監事で構成する契約監視

委員会を設置して随意契約や一者応札等の点検・見直しを行っており、平成２２年

４月に策定した「随意契約等見直し計画」を実施することによって契約の適正化を

進めている。契約監視委員会では、各年度の契約の状況と改善の状況を点検するこ

ととしており、平成２５年度の契約の状況等についても点検を行った。 

 

（２）随意契約の状況 

契約は原則として一般競争によることとしており、随意契約は所内に設置してい

る契約審査委員会の審査・承認を経て行った。平成２５年度の件数と金額は下表の

とおりである。 

また、契約の適正化については、透明性を高めた競争入札が可能な業務と研究成

果の質を優先して契約の相手方を選ぶ業務（随意契約）とを峻別していくことも必

要であることから、それを契約審査委員会における審査に反映した。
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（単位：件、百万円） 

契約区分 
２０年度（注３） ２４年度 ２５年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

一般競争等 

一般競争 

（不落随契を 

含む。） 

221 2,448 293 6,255 274 5,839 

47.5% 56.1% 63.6% 74.2% 62.7% 79.1% 

企画競争 9 96 3 45 2 19 

 1.9% 2.2% 0.7% 0.5% 0.4% 0.2% 

参加者確認公

募 

‐ ‐ 14 88 17 86 

‐ ‐ 3.0% 1.0% 3.9% 1.2% 

計 230 2,544 310 6,388 293 5,944 

 49.5% 58.3% 67.2% 75.7% 67.0% 80.5% 

競争性のない

随意契約 

あらかじめ相

手方が指定さ

れているもの 

（注４） 

127 865 87 649 66 559 

27.3% 19.8% 18.9% 7.7% 15.1% 7.6% 

その他 108 954 64 1,397 78 879 

 23.2% 21.9% 13.9% 16.6% 17.8% 11.9% 

計 235 1,819 151 2,046 144 1,438 

 50.5% 41.7% 32.8% 24.3% 33.0% 19.5% 

合計 465 4,363 461 8,434 437 7,381 

（注１）少額随意契約を除く。 

（注２）各欄の下段の率は合計に対する構成比率 

（注３）平成２０年度は「随意契約等見直し計画」（平成２２年４月策定）の基準年度 

（注４）受託業務における再委任指定等 

 

（３）一者応札・応募等の改善 

平成２５年度の一般競争件数は２７４件で、うち一者応札となったのは、７６．

３％にあたる２０９件であった。また、企画競争件数は２件であったが、いずれも

一者応募となった。一者応札・応募率がなかなか低くならない要因は研究・開発事

業等に係る調達の特質にあると考えられることに加え、東日本大震災に関連した、

放射性物質汚染廃棄物の処理や多媒体での放射性物質の環境動態解明に関する調
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査研究の本格化に伴う特殊な調査・研究業務や研究用備品の購入等の増加が原因と

考えられる。なお、一者応札・応募率の改善を目的として、公告期間及び入札等か

ら業務開始までの適切な準備期間の確保、入札説明書等の国環研・つくば市商工

会・筑波研究学園都市交流協議会・つくば市研究支援センターのホームページへの

掲載、郵便入札制度の導入等の取組を行っている。 

 

（４）契約の第三者委託の状況 

契約の相手に対して一括再委託を禁止し、部分的な再委託は申請に基づき、必要

性や原契約に照らした妥当性等の審査をした上で承認している。平成２５年度に承

認した一部再委託はなかった。 

 

（５）研究・開発事業等に係る調達の検討 

本課題への対応として内閣官房が設置した「研究開発事業に係る調達の在り方に

関する検証会議」において、研究開発の特性に応じた調達のあり方について検討・

情報共有を行い、平成２３年１２月に「研究開発事業に係る調達の在り方について

（中間整理）」が取りまとめられた。これを受け、参加者確認公募方式を積極的に活

用した。 

 

（６）関連公益法人等との契約 

一般財団法人地球・人間環境フォーラム及び一般社団法人泥土リサイクル協会の

事業収入に占める国環研との取引に係る額の割合が三分の一以上であるため、当該

法人は独立行政法人会計基準で定める「関連公益法人等」に該当している（なお、

資金拠出や人事等の要件には該当していない）。 

平成２５年度の当該２法人との契約はすべて一般競争入札によるものであり（少

額随意契約を除く。）、各種の研究支援業務を中心とした計２７件・２２８，０８９

千円であった。これらについて契約監視委員会において点検が行われた結果、妥当

であるとの評価がなされた。 

 

（７）その他 

予定価格の積算については、従来から適正な実施に努めてきたが、会計検査院か

ら印刷に関する契約のうち、増刷を含む予定価格積算について改善するよう指摘が

あった。 

この指摘を踏まえ、当該指摘に対する研究所として留意すべき事項等について所

内に周知徹底した。 

 

資料３２ 登録知的財産権一覧（再掲） 

資料４３ 平成２５年度自己収入の確保状況 
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資料４４ 平成２５年度受託一覧   

資料４５ 平成２５度研究補助金の交付決定状況 

資料４６ 平成２５年度に完了した主要営繕工事 

資料４７ 光熱水費の推移 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

業務費の決算額は昨年度を下回った。また、自己収入については、第２期中期目標

期間の年平均額を若干上回った。今後も引き続き、支出の削減に努める。 

さらに、契約の適正化については、「随意契約等見直し計画」（平成２２年４月策定）

等に基づく対応を的確に進める。 
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４．効率的な施設運用 

（１）研究施設の現状や利用状況を把握し、施設の利用度のほか、本来業務に支障のない範

囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、保有

資産の保有の必要性について、自主的な見直しを行う。（なお、生態系研究フィールドⅡ

については、当該フィールドで現在実施している研究が平成 27年度を目途に終了するこ

とから、当該フィールドにおける機能を国環研本構の敷地内を含む他の場所に確保し、

当該フィールドについては、現在実施している研究が終了した後、速やかに、国庫納付

する。） 

（２）研究体制の規模や研究内容に見合った研究施設のスペースの再配分の方法を見直すな

どにより、研究施設の効率的な利用の一層の推進を図るとともに、計画的な施設の改修・

保守管理を行う。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．保有資産の見直し 

 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）

（以下、「閣議決定」という。）を踏まえ、保有資産の保有の見直しを進めた。 

 

（１）閣議決定で国庫納付を平成２８年度以降に行う方針が決定されている生態系研究

フィールドⅡの使用状況及び国庫納付までの取り運びについては、閣議決定時にお

ける状況と変わりがない。 

 

（２）平成２４年度に引き続き平成２５年度も、研究施設や高額な研究機器について、

中期計画等に基づき計画的・効率的な利活用を図るために必要な更新、整備等を行

った（資料４８）。また、第４期中期計画（平成２８年４月～）の策定への反映を

念頭に置いた大型施設のあり方を検討するために、大型施設検討委員会を設置し、

各施設の現状把握を行った。平成２６年度に結果をとりまとめる予定である。 

 

（３）災害環境研究については、効率的・効果的な実施を図るため、放射線による環

境汚染・健康被害の防止について最大限配慮した管理体制のもと、つくば本構およ

び南相馬実験室の震災放射線研究エリアにおいて震災放射線研究に関連する研究基

盤整備を進めた。さらに、福島県環境創造センターについては、平成２８年度より

国環研の新たな現地研究拠点となることから、施設設計に向けた福島県・ＪＡＥＡ
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との協議・調整の場に参画し、つくば本構と連携して効率的・効果的な整備・運用

が図られるよう検討を進めた。 

 

 

２．研究施設の効率的な利用の推進等 

 

（１）スペース課金制度実施規程に基づき、各ユニット長が業務方針・計画に照らして

真に必要なスペースの規模、利用頻度の少ない機器・物件の整理・効率化の可能性

を毎年検討し、不要スペースを返還することとしており、平成２５年度は２８１㎡

のスペースについて利用再配分を決定する等、スペースの効率的な利用を図った

（資料４９）。 

 

（２）平成２５年度においては、以下の改修等を重点的に行った（資料４６）。 

共同利用棟耐震改修整備その他工事 

共通設備棟他太陽光発電設備設置工事 

水環境保全再生研究ステーション受変電設備等更新工事 

水環境保全再生研究ステーションアスベスト対策等整備工事 

 

資料４６ 平成２５年度に完了した主要営繕工事（再掲） 

資料４８ 平成２５年度研究基盤整備の概要 

資料４９ スペース課金制度の概要と実施状況 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

大型施設について所内に検討会を設置し、現状把握を行った。今後、平成２６年度

に結果をとりまとめ、今後の整備や管理運営のあり方に反映させる予定である。 

震災放射線関連研究に必要なスペースを確保するとともに、つくば本構および南相

馬実験室の研究基盤の整備・拡充を行った。今後、国環研の現地研究拠点となる福島

県環境創造センターについては、引き続き福島県、ＪＡＥＡと連携しつつ、必要な施

設の整備・管理、研究実施体制の検討を進めていく。 
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５．情報技術等を活用した業務の効率化 

（１）各種業務の効率化に資するため、コンピュータシステムに関する最適化計画に基づく

これまでの取組を踏まえ、所内ネットワークシステム及び人事・給与システム、会計シ

ステム等の基幹システムの適切な管理・運用を行う。 

（２）研究業務の効率化に資するため、以下の取組を行う。 

ア．研究関連情報データベースを適切に運用する。 

イ．研究に必要な文献等の効率的な入手と利用管理のため、電子ジャーナルシステムの

利用を促進する。 

ウ．環境観測データに係るテレメータシステムを引き続き活用する。 

（３）情報セキュリティポリシー及び実施手順等に従い適切な情報セキュリティ対策を進め

るとともに、自己点検等の結果を踏まえ、運用の適切な見直しを行う。更に、情報端末

やソフトウェア資産等の集中管理を進める。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．「国立環境研究所コンピュータシステム最適化計画」（資料５０）に基づき検討を

進めてきた、コンピュータシステム及びネットワークシステムについては、東日本

大震災の影響等により、それぞれの調達時期を 1 年間延期することとされたが、平

成２５年３月にネットワークシステムを、平成２５年６月にコンピュータシステム

をそれぞれ更新し、新システムの安定的な運用を行った。また、情報セキュリティ

教育として、情報セキュリティ研修を実施した。 

 

２.研究業務の効率化に資するため、以下の取組を行った。 

 

（１）研究業務効率化支援として、研究関連情報データベースを適切に運用するととも

に、研究部門からの要望に応じたデータベースの設計・開発を行う等、ＩＴ関連の

技術支援を行った。 

 

（２）電子ジャーナル等を研究者が円滑に検索・利用できるようイントラネット上の「国

立環境研究所ジャーナルポータル」を適正に運用するとともに、非購読ジャーナル

についても論文単位で入手できるように整備する等、サービス向上と事務の効率化

を図った。さらに、独立行政法人図書館コンソーシアム連絡会のメンバー機関と連

携し、電子ジャーナルの購読コスト削減に関する意見交換・検討を行うとともに、

利用統計に基づいたコスト対比を行い、高コストジャーナルを論文単位での購入に
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切り替える等のコスト削減を行った。 

 

（３）さらに、ネットワークシステムを活用した、環境観測データのテレメータシステ

ムを効率的に運用し、落石岬や波照間島等所外にある遠隔地施設での環境観測結果

ならびに観測所管理データ等をリアルタイムで安定かつ安全に国環研に転送した。 

 

３．所内ネットワークシステムの適切な管理・運用等に資するため、「独立行政法人国

立環境研究所情報セキュリティポリシー」（資料５１）及び実施手順書等の内容を所

内に周知・解説する情報セキュリティ研修を習熟度別に５回実施したほか、英語に

よる研修を１回実施するとともに、研修の模様を動画配信する等、効果的な実施に

努めた。また、研修の結果を踏まえて、今後自己点検を実施することとしている。 

 

資料５０ 国立環境研究所コンピュータシステム最適化計画（概要） 

資料５１ 国立環境研究所情報セキュリティポリシーの概要 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

ネットワークシステムについては平成２５年３月に、コンピュータシステムについ

ては平成２５年６月にそれぞれ更新し、新システムの運用を開始しているが、引き続

き、安定した稼働を継続的に可能とすべく、利用環境の維持に努めていくこととして

いる。 

研究業務の効率化については、引き続きＩＴを活用した効率化を図ることとしてい

る。また、必要な文献等の効率的な入手のため、電子ジャーナルシステムの利用につ

いても引き続き推進し、利用者説明会を随時開催する等、運用面の効率化にも資する

よう努めることとしている。 

情報セキュリティ対策については、情報セキュリティの重要性に鑑みこれまでも推

進してきたところであるが、引き続き業務従事者に対する効果的な研修の実施と自己

点検等を着実に実施し、情報セキュリティポリシーに基づくセキュリティ対策の実施

をさらに推進していく。 
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６．業務における環境配慮等 

業務における環境配慮についても一層の徹底とともに、先導的に環境負荷の低減を図るた

め、以下の取組を推進する。 

（１）物品及びサービスの購入・使用に当たっては、環境配慮を徹底する。その際、政府の

「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に示されている特定調達物品ごとの判断

基準を満足する物品等を１００％調達する。また、できる限り環境への負荷の少ない物

品等の調達に努めることとする。 

（２）温室効果ガスについては、一層の削減を図ることとし、平成１３年度比で２５％以上

削減することを目標とする。 

（３）上水使用量については、これまでに整備した実験廃水の構内での再利用施設を引き続

き活用する他、所内の給水装置を調査し、可能な限り節水機器の導入を図ることで一層

の使用量削減を目指す。 

（４）廃棄物の適正管理を進めるとともに、廃棄物発生量については、不要物の情報提供を

行う所内ネットワークシステムを活用し、リユースの推進を図るなど一層の廃棄物発生

量の削減を目指す。 

（５）施設整備や維持管理に際しての環境負荷の低減の観点からの取組や、化学物質の管理

の強化、通勤に伴う環境負荷削減の取組を奨励する等自主的な環境配慮の推進に努める。 

（６）業務における環境配慮については、所内に設置されている環境配慮の推進体制の下、

職員の協力を得つつ必要な対策を進め、その成果を毎年取りまとめ環境報告書として公

表する。 

（７）また、国民の環境配慮の取組を増進させるために、国環研の業務における環境配慮の

取組・成果について積極的な発信に努める。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．環境配慮憲章に基づく環境配慮 

 

国環研が定めた環境配慮憲章（資料５２）に基づき、環境管理委員会及び安全管理

委員会等の所内管理体制を活かして、環境配慮の着実な実施を図った。主な取組は、

以下のとおりである。 

 

２．グリーン調達の実施 

 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づき、

国環研として策定した「環境物品等の調達の推進を図るための方針」により、環境に
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配慮した物品及びサービスの調達を行った（資料５３）。 

 

３．省エネルギー等の取組 

 

（１）省エネルギーの計画的推進のため、「省エネルギーに関する基本方針」（資料５４）

に基づき、研究計画との調整を図りつつ、エネルギー管理のきめ細かな対応等に取

り組んだ。また、夏季冷房の室温設定を２８℃、冬季暖房の室温設定を１９℃に維

持するよう努めた。 

 

（２）平成２５年度は法的な電力削減義務は課せられなかったが、電力単価の大幅なア

ップを考慮し、夏季及び冬季のピークカットとともに通年での節電に取り組んだ。

その結果、夏季の電力消費量は東日本大震災発生前の平成２２年度に比べて７９．

９％に、また、ピーク電力は７８．１％に抑制することができた。なお、夏季のみ

ならず冬季においても職員に対し節電の取組について呼びかけた結果、年間を通し

た電力消費量は平成２２年度に比べて８９．４％に抑制することができた。 

 

（３）平成２５年度における電気・ガス等使用量から推計されるＣＯ２総排出量は１４，

１４１ｔであり、平成１３年度（２０，８６６ｔ）比（*）で３２．２％の削減とな

った。なお、環境省が公表している平成２５年度排出係数を用いた場合では２２．

３％の削減となる（資料５５）。 

 

 （*）「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべ

き措置について定める計画」（以下、「政府計画」）の基準年度 

 

（４）床面積当たりの上水使用量については、平成１２年１２月に一般実験廃水の再利

用施設を整備し、平成１３年度以降順調に稼動していることや、節水に関して職員

の意識を向上させる取組の実施等により、平成２５年度には１．０４㎥／㎡に減少

し、平成１３年度（２．１６㎥／㎡）比（*）で５１．９％の削減となった。 

 

 （*）政府計画の基準年度 

 

４．廃棄物・リサイクルの取組 

 

（１）「廃棄物・リサイクルに関する基本方針」（資料５４）に基づき、廃棄物の分別収

集を徹底するとともに、広報活動等による周知・啓発を図り、廃棄物の減量化及び

リサイクルに努めた。また、廃棄物等の発生量を日々計測し、集計整理した（資料

５６）。 
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（２）廃棄物の排出抑制・減量化については、分別の徹底や、会議のペーパーレス化に

よるコピー用紙の削減等を着実に実施した。 

 

５．化学物質等の適正管理 

 

（１）「化学物質のリスク管理に関する基本方針」（資料５４）に基づき、イントラネッ

トを用いた化学物質管理システムの運用により薬品の貯蔵・使用の正確な実態を把

握した。 

 

（２）「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」

（以下「ＰＲＴＲ法」という。）に基づき、ダイオキシン類の環境排出量の届出を行

うとともに、同法に基づく届出対象の基準に達しなかった化学物質についても、使

用状況に関する所内調査により排出・移動量の見積りを自主的に行った（資料５７）。 

 

６．アスベスト対策の実施 

 

アスベスト対策については、対策が必要とされた１６棟のうち、平成２５年度まで

に１４棟のアスベスト除去工事を実施した。 

 

７．環境配慮の取組状況の公表 

 

（１）平成２３年度に引き続き、平成２４年度に実施した環境配慮の取組について取り

まとめるため、「環境報告書２０１３」を作成し、ホームページ等で公表した。ま

た、国環研の一般公開の際に環境配慮の取組実例とあわせて紹介した。 

 

（２）平成２５年度に実施した環境配慮の取組についても、「環境報告書２０１４」と

して取りまとめる作業を進めた。（平成２６年７月に公表予定） 

 

８．環境マネジメントシステムの運用 

 

環境に配慮した取組の一層の充実を図るため、平成１９年４月に策定した「環境マ

ネジメントシステム運営規程」に基づき、つくば本構を対象として環境マネジメント

システムを運用した（資料５８）。 

 

資料５２ 独立行政法人国立環境研究所環境配慮憲章 

資料５３ 平成２５年度環境に配慮した物品・役務の調達実績 
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資料５４ 独立行政法人国立環境研究所環境配慮に関する基本方針 

資料５５ 所内エネルギー使用量・ＣＯ２排出量・上水使用量の状況 

資料５６ 廃棄物等の発生量 

資料５７ 排出・移動された化学物質量 

資料５８ 環境マネジメントシステムの実施概要 

 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

省エネルギー等の取組については、節電計画に基づく夏季の節電をはじめとして、

年間を通じた削減に取り組み、所期の目標を達成した。引き続き省エネルギー等の推

進に努める。 

廃棄物・リサイクルの取組については、引き続き処理・処分の対象となる廃棄物の

発生量について削減に努めるほか、分別により循環利用の用途に供される廃棄物等に

ついても削減を図る。 

化学物質等の管理については、引き続き体制の整備を進め化学物質管理システムの

運用を図っていく。所内アスベスト対策については、引き続き職員とのリスクコミュ

ニケーションに配慮しつつ、その着実な実施を図る。 

平成２５年度の環境報告書については、平成２６年７月に公表予定である。 

平成１９年度に開始した環境マネジメントシステムは、平成２５年度も概ね順調に

運用できた。引き続き、その着実な運用に努めるとともに、より国環研の実態に即し

たシステムとなるよう検討を進めていく。 
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７．内部統制の推進 

 適切な内部統制を確保し、業務運営の適正化・効率化を図るため、以下のとおり進行管理

を行う。 

（１）研究の実施に当たっては、研究計画を計画年度等の妥当性を精査しつつ作成・公表す

るとともに、研究センター長やプログラム総括者等による進行管理に加えて、外部の専

門家の評価・助言を受け、研究所全体としてフォローアップを行う。 

（２）業務運営については、理事長等によるユニット評価や業務実績報告書の作成を通じた

自己点検を行い、その結果を翌年度の業務に反映するなど、業務運営の改善を促進する。 

（３）理事会に加え、幹部会や研究評価委員会を定期的に開催し、適切な進行管理を行う。 

（４）社会的信頼に応える良質な業務運営管理の体制を確保するため、コンプライアンス基

本方針に基づく取組を進める。特にコンプライアンス委員会においては、法令違反が生

じないよう、業務に関連した関係法令リストを作成し、所内に周知する等、取り組みを

進める。また、職員のコンプライアンス意識の一層の向上を図るための講習等を実施す

る。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．研究計画については、環境研究の柱となる研究分野、課題対応型の研究プログラ

ム、環境研究の基盤整備及び災害環境研究を対象に、平成２５年度の研究計画を作成

し、ホームページで公表した。また、平成２６年度の研究計画の作成準備を行った。 

研究活動については、国環研内部で各研究センター長やプログラム総括を中心に進

行管理を行うとともに、外部研究評価委員会により平成２５年度の年度評価を受けた

（平成２５年１２月１８日）。 

外部研究評価委員会による評価及び意見等については、内部の研究評価委員会等で

検討し、今後の研究の進め方に活用・反映させるとともに、国環研の考え方をとりま

とめ、公表した。 

 

２．業務運営については、計画的な進行管理と課題対応を図る体制として、面接によ

る目標設定と業績評価を基本とする職務業績評価制度を運用するとともに、幹部会に

おいて各ユニット長から業務進捗状況等の報告を行い、進行上の問題点等を明確にし、

その対応を図る等、適切な進行管理に努めた。また、業務実績報告書の作成等を通じ

た自己点検、独立行政法人評価委員会の指摘等を踏まえた業務運営の改善に努めると

ともに、各ユニットでの自己点検を踏まえて平成２６年度の年度計画等を策定した。

また、平成２５年度より幹部会の運営を見直し、従来の開催時間に加えて、理事長、
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理事、管理部門、センター長等が参加し、研究推進に関して自由に討議する時間を設

けた。 

 

３．さらに、所内各層で国環研のミッション、課題等を共有しつつ、対応を検討・周

知する体制として、理事会に加え、幹部会、研究評価委員会、室長クラス以上で構成

する運営協議会等を定期的（原則毎月）に開催した。また、各種委員会を設置し、特

定テーマの検討を効率的・効果的に進めた（資料５９）。 

このほか、理事長のマネジメントを支援する体制として、理事長、理事、審議役及

び管理部門の部長等による定例会議を原則毎週開催し、所内外の状況変化を情報共有

しつつ、理事長のリーダーシップの下で、国環研のミッションを踏まえた運営上の課

題（リスク）の把握、対応の方向性の検討等を行った。 

 

４．コンプライアンスについて、コンプライアンス委員会においては、各種法手続き

が適正に行われているかの確認を行った。また、コンプライアンスの確実な実践に資

するため、研究業務等の遂行上関係する法令等に基づく許可・届出・報告状況を一覧

表に整理した上で所内に周知し、適正な履行の徹底を図るとともに、新たに所員を対

象としたコンプライアンス研修会を実施した（資料４１）。 

 

５．監査とその結果の活用については、以下のとおりである。 

 

（１）監事監査 

毎月の理事会に監事の出席を求め、業務執行に関する重要事項について意見を求

めている。また、年度計画に従い、全研究センター及び管理部門を対象として、有

効性及び効率性、適正性の観点から業務の進捗状況及び理事長のガバナンス、人件

費及び給与水準、契約手続、業務運営上のリスクについて監査が行われている。 

平成２５年度の監査結果については、「業務の執行に関し、法令に違反する重大な

事実は認められません」との監査報告が出されている。 

 

（２）内部監査 

内部監査計画に従い、科学研究費補助金や情報セキュリティポリシー関係をはじ

めとする９項目について監査が行われたが、特段の問題は認められなかった。 

 

資料４１ 平成２５年度に実施した研修の状況（再掲） 

資料５９ 研究所内の主要委員会一覧 
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Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

業務運営全般については、理事長のマネジメント及びこれを支援するためのコンプ

ライアンス委員会を含めた所内各層での体制の下で、中期計画及び年度計画の遂行・

進行管理に努めた。研究業務については、中期計画に沿って構成された研究計画を作

成し、所内的な進行管理を行うとともに、外部研究評価の実施により、平成２５年度

評価を受けており、その結果を踏まえ今後の研究の一層の進展を図ることとしている。 

コンプライアンスについては、今後も、継続して各種法令に基づく手続の実施状況

や情報共有を展開するとともに、必要に応じ委員会を開催して法令点検を進め、社会

的信頼に応える良質な業務運営管理の体制を確保する。 
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８．安全衛生管理の充実 

 事故及び災害等の発生を未然に防止し、安心して研究等に取り組める環境を確保するため、

職場における危険防止・健康障害防止の措置の徹底、安全・衛生教育訓練の推進を図る。ま

た、メンタルヘルス対策として、専門医療機関における相談や臨床心理士による特別労働相

談、保健師・看護師による健康・保健指導を行うなど職員の健康管理への配慮等、安全衛生

管理を進める。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．健康管理の状況 

 

（１）労働安全衛生法に基づく定期健康診断等を実施したほか、希望者に人間ドック、

胃がん検診及び歯科検診を実施した。 

 

（２）震災放射線研究の実施に伴い、所員の安全・安心を確保するため、同研究従事者

に対し、電離放射線障害防止規則と同等の健康診断を実施した。 

 

（３）職員のメンタルヘルス対策として、専門医療機関における相談や臨床心理士によ

る特別労働相談を行う等、随時カウンセリングが受けやすい体制を提供した。 

 

（４）健康管理対策として、健診結果に基づき、産業医の指導の下、常勤の保健師によ

る保健指導を行った。 

 

（５）メンタルヘルス対策、生活習慣病予防対策及びがん予防啓発のためのセミナーを

開催した。 

 

２．作業環境測定の実施 

 

適切な作業環境を確保し、職員の健康を保持するために、労働安全衛生法に基づき

作業環境測定を実施した。また、震災放射線研究の実施に伴い、定期的に構内の空間

放射線量の測定を行ったほか、震災放射線研究に用いる施設内外の作業環境測定を実

施した。 

 

３．教育訓練の実施 
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安全衛生管理に関する関係法令の周知等を図り、実験に伴う災害の発生を防止する

ため、放射線業務従事者教育訓練等を実施した。 

 

４．安全管理体制の強化 

 

事故及び災害等の発生を未然に防止し、安心して研究等に取り組める環境を確保す

るため、総務課に安全管理係、衛生管理係を新設するなど、安全・衛生管理体制の強

化を図った。 

 

資料６０ 平成２５年度における安全衛生管理の状況 

 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

健康管理においては、労働安全衛生法で定められた定期健康診断等以外に行政指導

勧奨に基づく紫外線・赤外線業務等に従事する者に対する健康診断等幅広く実施する

とともに、保健師による健診結果に基づく保健指導を実施した。メンタルヘルス対策

としては、労働者が個別に随時カウンセリングが受けやすい体制を提供した。また、

関係法令に基づく教育訓練の他に有機溶剤取扱のためのセミナー等を開催するととも

に、職場環境の改善並びに事故災害の予防措置を図るため、産業医及び衛生管理者に

よる衛生巡視を実施した。今後も、安心して研究等に取り組める環境の充実を図って

いく。 
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第２の３「財務の効率化」で定めた事項に配慮した予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

また、健全な財務運営と業務の充実の両立を可能とするよう、交付金の効率的・効果的な使用

に努めるとともに、競争的な外部研究資金、受託収入、寄附金等についても、引き続き、確保に

努める。特に、競争的な外部資金の平成 25年度の額は、環境研究に関する競争的外部資金の動向

を踏まえつつ、第２期中期目標期間中の年平均額と同等程度を確保することを目指す。その際、

国環研のミッションに照らして、申請内容や当該資金の妥当性について審査・確認する。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．年度計画に基づく業務経費、一般管理費及び人件費の各削減目標の達成を目指し

て予算執行を行った。 

 

２．自己収入の一部である競争的資金等については１，３０１百万円で、第２期中期

目標期間の年平均額（２，００８百万円）を下回った。この要因としては、その大半

を占める環境省の環境研究総合推進費予算額の減少の影響とともに、１６６百万円の

受託が決定していた地球環境保全等試験研究費による研究の実施が一部平成２６年

度に延期され、平成２５年度決算額が０円となったことがあげられる。一方、東日本

大震災以降、災害環境研究に関する政府業務受託が大幅に増加（平成２５年度は９０

０百万円）したことなどにより、自己収入の総額については、３，５７３百万円で、

第２期中期目標期間の平均値（３，５５０百万円）を若干上回った。（資料４３）。 

 

資料４３ 平成２５年度自己収入の確保状況（再掲） 

 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

自己収入の一部である競争的資金等については、第２期中期目標期間の年平均額を

下回ったが、自己収入全体としては震災関連業務を引き続き政府より受託したことな

どにより、第２期中期目標期間の年平均額を上回った。 

今後も引き続き、自己収入の確保のため受託収入及び競争的資金等について、申請

内容の精査を強化することなどにより、研究提案力の強化を図りつつ収入の増加に努

める。 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
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Ⅰ  業務の実績 

 

１．中期計画に基づき、平成２５年度予算を作成した。過去５年間の執行状況は、次

のとおりである。 

 

予 算 の 執 行 状 況      （単位：百万円）    

区   分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

運営費交付金 

 

 

業務経費 

 

 

人 件 費 

 

 

一般管理費 

 

9,069 

(9,292) 

 

6,135 

(5,972) 

 

2,484 

(2,818) 

 

450 

(502) 

12,464 

(12,127) 

 

9,174 

(8,571) 

 

2,783 

(3,067) 

 

507 

(489) 

12,104 

(13,523) 

 

8,875 

(9,996) 

 

2,823 

(3,053) 

 

406 

(474) 

10,016 

(12,111) 

 

7,068 

(8,599) 

 

2,539 

(3,026) 

 

409 

(486) 

11,515 

(11,688) 

 

8,586 

(8,319) 

 

2,468 

(2,896) 

 

461 

(473) 

 設備整備費 

補助金 

1,104 

(1,104) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

受託経費等 
3,427 

(3,478) 

3,148 

(3,108) 

3,321 

(3,182) 

3,916 

(4,050) 

3,784 

(3,558) 

施設整備費 

補助金 

550 

(651) 

298 

(292) 

77 

(263) 

603 

(263) 

621 

(332) 

合    計 
14,150 

(14,525) 

15,910 

(15,527) 

15,502 

(16,968) 

14,535 

(16,424) 

15,920 

(15,578) 

注1） 上段が、決算報告書に基づく執行額であり、下段括弧書きが年度計画に

基づく予算額である。（なお、受託経費等の下段括弧書きは予算額ではな

（１）予  算  ２５年度収支予算 

（２）収支計画  ２５年度収支計画 

（３）資金計画  ２５年度資金計画 

第４ 予算(人件費の見積りを含む)、収支計画及び資金計画 
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く収入額である。） 

注2） 業務経費については「衛星による地球環境観測経費」、「子どもの健康と

環境に関する全国調査経費」を含む。 

注3） 施設整備費補助金については、繰越及び政府補正予算による措置が執行

額の一部に含まれている。 

 

その他の状況は、財務諸表に示す。 

 

別添 平成２５年度財務諸表 

 

２．当期総利益等について 

 

（１） 平成２５年度の当期総利益は４８百万円である。その主な発生要因としては、

ＮＡＳ電池システムの撤去に伴う解決金（*）の臨時収入があげられる。 

 

（*）平成２３年９月に茨城県内の他機関においてＮＡＳ電池システムの火災が

発生。原因究明をしていた製造会社の日本ガイシ及び設置業者である東京電力

が同システムを継続使用することは不可能と判断。解決金は、固定資産台帳上

の簿価額。 

 

（２）平成２５年度の利益剰余金は１７２百万円であり、内訳は次のとおりである。 

前中期目標期間繰越積立金：２９百万円 

積     立     金：９５百万円 

当  期  未  処  分  利  益：４８百万円 
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１．施設・設備の整備及び維持管理 

良好な研究環境を維持するため、施設及び設備の老朽化対策を含め、業務の実施に必要な

施設及び設備の計画的な整備に努める。また、平成 24年 6月に施行された改正水質汚濁防止

法に対応するため、必要な改修を進める。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

中期計画の施設・設備に関する計画に基づき、国の施設整備費補助金を得て、計画

的に施設・設備の整備等を行っており、平成２５年度は共同利用棟耐震工事等を実施

した。 

また、所内各施設の日常的な保守・運転・監視・点検等を行うとともに、経年劣化

等により故障した各種設備類の修繕等を適切に実施した。 

その他、改正水質汚濁防止法に基づく新たな構造等基準に適合させる改修を行うた

め、配管の実態調査を行った。平成２４年度政府補正予算により、改正水質汚濁防止

法に対応するための配管敷設替え工事が認められたので、平成２５年度に着手し、平

成２６年度に完了予定である。 

 

資料４６ 平成２５年度に完了した主要営繕工事（再掲） 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

関連予算を活用し、必要な施設・設備の整備、改修等を進めた。引き続き、計画的

な実施を図る。 

 
 

 

 
 
 
 

第５ その他の業務運営に関する事項 
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２．人事に関する計画 

人件費の削減に伴い、ポストドクターなどの研究系契約職員が研究所の研究能力に占める

比率が高まってきた。このため、将来に向けての研究所の活力を維持するため、研究系職員

の能力開発を適正に行う体制を確保するとともに、若手研究者、女性研究者、外国人研究者

等の研究参画意欲の一層の促進を図る。 

 

 

Ⅰ  業務の実績 

 

１．人材活用方針に基づき、研究系常勤職員として、若手研究者（平成２５年度末に

おいて３７歳以下の研究者）を９人（パーマネント研究員２人、任期付研究員７人）、

女性研究者を６人（パーマネント研究員２人、任期付研究員４人）採用する等研究活

動等の基盤の強化を図った（資料３９）。 

 

２．人材活用方針に基づき、若年者、女性、外国人の一層の能力活用等を図るため、

以下の取組を進めた。 

 

（１）若手研究者等の自立と活躍の機会を与えるため、外部競争的資金の応募に際し適

切な指導助言を与えるとともに、内部公募型研究制度を活用して、新しい発想とア

イデアに基づく研究の奨励を図った。また、若手研究員派遣研修実施要領に基づき、

海外の研究機関への派遣研修を実施した。 

 

（２）女性研究者等の研究参画推進も含め、男女共同参画等を図るための職場環境整備

の一環として、平成２３年度に妊産婦が搾乳や休憩ができる休憩スペースを開設し

たが、新たに１箇所増設するため、場所の選定等の準備を開始した。また、平成２

４年度に開設した一時預り保育室については、平成２５年度も順調に利用者増加に

繋がっている。 

 

（３）外国人研究者が生活する上で生じる様々な問題について相談、解決を図ることが

できるよう、企画部国際室に担当スタッフを置くとともに、公益社団法人科学技術

国際交流センターと契約し、生活支援を実施した。 

 

３．任期満了となる任期付研究員６人を、テニュアトラックによりパーマネント研究

員として採用した。 

 

４．研究業績等により当該分野において優れた研究者として認められており、国環研
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の目的を達成するために必要な者を採用するフェロー制度を平成２３年度に創設し、

平成２５年度においても、引き続き採用した。また、高度な研究能力を有する研究者

や独創性に富む若手研究者等を、特別研究員、准特別研究員、リサーチアシスタント

として採用した（資料４０）。 

 

５．外部との連携を図りつつ国環研において必要な調査研究の適切な実施を図るため、

国内外の大学、研究機関等から連携研究グループ長３人、客員研究員２４４人を委

嘱・招へいするとともに、共同研究員８３人、研究生７５人を受け入れた（資料６）。 

 

６．近年の労働関係法令の見直しや福島支部の開設準備等に対応していくため、平成

２６年２月に管理部門に人事課を設置した。 

 

資料６ 客員研究員等の受入状況（再掲） 

資料３９ 平成２５年度研究系職員（契約職員を除く）の採用状況一覧（再掲） 

資料４０ 研究系契約職員制度の概要と実績（再掲） 

 

Ⅱ 自己評価と今後の対応 

 

常勤職員又は契約職員として若手研究者、女性研究者、外国人研究者の能力活用、

研究参画を推進するための取組を進めるとともに、国内外の大学、研究機関等から客

員研究員を委嘱・招へいした。また、平成２５年度においては、若手研究者・女性研

究者等を支援するための一時預り保育室の利用促進を図った。 

今後とも、優秀かつ多様な職員及び契約職員の採用を進めるとともに、研究参画意欲

の一層の促進を図り、国環研の活力の維持に努める。 
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